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********************************************************************************************* 

[1] 化学物質関係事故、事件関係 

◇日本製鉄の敷地から脱硫液が流出 付近に魚の死骸、原因を調査へ 

＜朝日新聞 2022年 6月 22日＞ https://www.asahi.com/articles/ASQ6P74P4Q6PUDCB00Y.html 

 日本製鉄東日本製鉄所君津地区（千葉県君津市）から、生産工程で生じる「脱硫液」が敷地外に漏れ出し、水

路を経て近くの小糸川に流入していたことがわかった。県は日鉄に対して、水質汚濁防止法に基づいて原因究明

などを行政指導し、周辺の環境への影響などを調べている。 

 市消防本部などによると、19日正午過ぎ、付近住民から「川の水が赤い。魚が死んでいる」と通報があった。

その後日鉄から市に「設備のトラブルで通常、排出しないものが排水口から出た」と連絡があった。  県水質保

全課によると、コークス炉で発生したガスの洗浄で生じる脱硫液のタンクに穴が開き、約 3千立方メートルの液

が敷地内に漏れた。さらに排水口から敷地外の水路に流れたとみられる。液にはチオシアン酸アンモニウムと呼

ばれる物質が含まれるという。 

---------- 

◇ポリ袋から頭蓋骨か ごみ仕分け中に発見―警視庁 

＜時事ドットコム 2022年 6月 22日＞ 

https://www.jiji.com/jc/article?k=2022062101006&g=soc&utm_source=top&utm_medium=topics&utm_campaign=

edit 

 ２１日午前１０時４５分ごろ、東京都足立区入谷のリサイクル会社から「ポリ袋の中に人の骨のようなものが

入っている」と１１０番があった。同日、捜査関係者への取材で分かった。駆け付けた警察官が頭蓋骨と顎の骨

とみられるものを発見。警視庁は司法解剖をして、詳しく調べる。 

 捜査関係者によると、リサイクル会社の男性従業員が同日朝、運び込まれたごみの仕分けをしていたところ、

白っぽいポリ袋の中から頭蓋骨のようなものを発見した。駆け付けた警察官が中を調べたところ、顎の骨のよう

なものも見つかった。 

 死後の経過時間や、外傷をうかがわせる傷の有無などは分かっていないという。 

********************************************************************************************* 

[2] [特集] 新型コロナウイルス感染症 

[状況] 

◇省庁発表 

・新型コロナウイルス感染症の患者等の発生について（検疫）  

＜厚生労働省 2022年 6月 22日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=6w7LMEu9Hwa2wkR5Y 

・新型コロナウイルス感染症の現在の状況と厚生労働省の対応について（令和４年６月 22日版） 

＜厚生労働省 2022年 6月 22日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=d5JXrNchg5oqXtrlY 

・新型コロナウイルス ゲノムサーベイランスによる系統別検出状況を掲載しました  

＜厚生労働省 2022年 6月 22日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=W757gPsNr7YGcsnJY  

・「都道府県別の懸念される変異株の国内事例数(ゲノム解析)」を掲載しました  

＜厚生労働省 2022年 6月 22日＞https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=A-Yj2KNV9-5eKpKRY 

---------- 

◇マスコミ報道 見出し 

・新型コロナは「収束する」 連日 1万人感染の今、その意味とは 

＜毎日新聞 2022年 6月 22日＞ https://mainichi.jp/articles/20220621/k00/00m/040/023000c 

-------------------- 

[対策・予防] 

◇省庁発表 

・自費検査を提供する検査機関一覧を更新しました。  

＜厚生労働省 2022年 6月 22日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=k3azSDPFZ37Oug8BY 

---------- 
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◇マスク 

・暑い日の屋外「マスク外しましょう」、国が熱中症予防のチラシ…特に運動時はリスク高く 

＜読売新聞 2022年 6月 22日＞ https://www.yomiuri.co.jp/national/20220622-OYT1T50085/ 

 厚生労働省と環境省は２１日、熱中症を防ぐために、屋外ではマスクを外すよう呼びかけるチラシを作成した。

特に運動時にリスクが高いとして「忘れずに外しましょう」と強調している。 

 チラシでは、屋外での散歩やランニング、通勤・通学時にも「マスクは不要」とした。ただし、２メートル以

内の距離で会話をする時には着用を勧めた。 

 屋内でマスクを着ける場合にも、エアコンや扇風機を使うなどして温度や湿度を調整するよう促した。 

 このほか、喉が渇いていなくても、１日１・２リットルを目安にこまめに水分補給をすることも推奨している。 

 

・マスクなしに否定的印象、6割 コロナ禍、民間調査 

＜共同通信 2022年 6月 21日＞ https://nordot.app/911873722807205888?c=39546741839462401 

---------- 

◇大学 

・大学のオンライン授業 文科省が基準緩和案 

＜朝日新聞 2022年 6月 23日＞ https://www.asahi.com/articles/ASQ6Q5WWGQ6QUTIL00N.html 

文部科学省は22目、大学のオンライン授業について、卒業に必要な単位に換算できる上限を緩和する特例制度

の骨子案を、文和相の諮問機関・中央教育審議会の分科会に示した。過去５年間に法令違反がないことや教育水

準の向上につながることなどを条件に緩和を認める。文和省は年内にも制度の改正案をまとめ、早ければ来年度

から特例が適用される見通しだ。 

文部科学省が示したのは、大学の教育・研究をめぐる最低限の基準となる省令「大学設置基準」の改正案。現

在は、卒業に必要な 124単位のうち 60単位がオンライン授業の上限とされているが、特例の適用が認められた大

学は基準が緩和される。オンライン授業の積極的な活用で、海外の大学の授業を国内で受けたり、海外の学生が

日本国内で行われる授業を履修したりすることなどが想定される。 

改正骨子案では、特例制度は学部や学科単位で申請する。条件は、①最低でも７年に１度、国が認めた機関か

ら教育状況などをチェックされる「認証評価」で「適合」の認定を受けている ②過去５年以内に法令違反がな

い ③特例制度の利用で先導的な教育が行われることの根拠がある――など。経済界や私立大からは上限自体の

撤廃を求める声があったが、教育の質を保つため条件をつけた。 

********************************************************************************************* 

[3] 高圧ガス保安法等の一部改正 

◇高圧ガス保安法等の一部を改正する法律（法律第 74号） 

   [官報] 令和 4年 6月 22日 号外 第 133号 8～20頁 

   https://kanpou.npb.go.jp/20220622/20220622g00133/20220622g001330008f.html 

 あらすじ 

   https://kanpou.npb.go.jp/20220622/20220622g00133/20220622g001330001f.html 

◇高圧ガス保安法等の一部を改正する法律（法律第74号）（経済産業省） 

一 高圧ガス保安法の一部改正関係 

１ 燃料電池自動車等に係る高圧ガス保安法の適用除外 

道路運送車両法第二条第五項に規定する運行の用に供する自動車（政令で定める種類のものに限る。 ） の

装置（政令で定めるものに限る。 ） 内における高圧ガスについて、高圧ガス保安法の規定を適用しないも

のとした。 （第三条第一項第五号関係） 

２ 認定高度保安実施者に係る認定制度の創設 

(一) 第一種製造者は、第五条第一項の許可に係る事業所ごとに、高度な保安を確保することができると認

められる旨の経済産業大臣の認定を受けることができることとした。 （法第一条の規定による改正後の

第三九条の一三関係） 
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(二) 認定の基準、欠格条項、認定の更新、変更の届出、承継及び認定の取消し等について規定することと

した。（法第一条の規定による改正後の第三九条の一四第一項、第三九条の一五及び第三九条の一七〜第

三九条の二〇関係） 

(三) 認定の申請をした者は、保安の確保のための組織及び保安の確保の方法について、経済産業大臣が行

う検査を受けなければならないこととした。ただし、高圧ガス保安協会又は経済産業大臣の指定する者

による調査を受けた場合には、当該調査を受けた事項については当該検査を受けることを要しないこと

とした。 （法第一条の規定による改正後の第三九条の一四第二項及び第三九条の一六第一項関係） 

(四) 認定を受けた者について、製造のための施設等の変更の特例、完成検査の特例、危害予防規程に係る

特例、保安統括者、保安技術管理者及び保安係員に係る特例、保安主任者及び保安企画推進員に係る特

例、冷凍保安責任者に係る特例並びに保安検査等の特例を規定することとした。 （法第一条の規定によ

る改正後の第三九条の二一〜第三九条の二七関係） 

３ 認定完成検査実施者及び認定保安検査実施者に係る認定制度の廃止 

完成検査及び保安検査に係る認定並びに当該認定に係る措置等を廃止することとした。（改正前の第三九

条の二〜第三九条の一二関係） 

二 ガス事業法の一部改正関係 

１ 認定高度保安実施ガス小売事業者等に係る認定制度の創設 

(一) ガス小売事業者（自らが維持し、及び運用するガス工作物（経済産業省令で定めるものに限る。）に

より小売供給を行う者に限る。）、一般ガス導管事業者、特定ガス導管事業者及びガス製造事業者は、

高度な保安を確保することができると認められる旨の経済産業大臣の認定を受けることができることと

した。（第三四条の二、第七一条の二、第八四条の二及び第一〇四条の二関係） 

(二)  (一) の認定について、一の２の(二)と同様の改正を行うこととした。（第三四条の三〜第三四条の

八等関係） 

(三) 認定を受けた者について、保安規程に係る特例、ガス主任技術者に係る特例、工事計画の特例、使用

前検査の特例及び定期自主検査の特例を規定することとした。（第三四条の九〜第三四条の一三等関係） 

２ 災害時連携計画の策定の義務化 

一般ガス導管事業者は、共同して、災害その他の事由による事故によりガスの安定供給の確保に支障が生

ずる場合に備えるための一般ガス導管事業者相互の連携に関する計画を作成しなければならないこととした。

（第五六条の二第一項関係） 

三 電気事業法の一部改正関係 

１ 小規模事業用電気工作物に係る届出制度の創設等 

(一) この法律において「小規模事業用電気工作物」とは、事業用電気工作物のうち、小規模発電設備（低

圧の電気に係る発電用の電気工作物であって、経済産業省令で定めるものをいう。）であって出力が経

済産業省令で定める出力以上のものであり、低圧受電電線路以外の電線路によりその構内以外の場所に

ある電気工作物と電気的に接続されていないもの等であって、構内に設置するものをいうこととした。

（第三八条第三項関係） 

(二) 小規模事業用電気工作物を設置する者は、当該小規模事業用電気工作物の使用の開始前に、氏名又は

名称及び住所等の事項を記載した書類を添えて、その旨を経済産業大臣に届け出なければならないこと

とした。（第四六条第一項関係） 

２ 登録適合性確認機関による事前確認制度の創設 

(一) 事業用電気工作物であって荷重及び外力に対して安全な構造が特に必要なもの（以下「特殊電気工作

物」という。）について、設置又は変更の工事の計画の届出をする者は、当該特殊電気工作物が技術基

準に適合するものであることについて、経済産業大臣の登録を受けた者（以下「登録適合性確認機関」

という。）の確認を受けなければならないこととした。（第四八条の二第一項関係） 

(二) 登録適合性確認機関に係る登録申請手続を定める等所要の規定の整備を行うこととした。（第六七条

〜第八〇条関係） 

３ 認定高度保安実施設置者に係る認定制度の創設 
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(一) 事業用電気工作物（原子力を原動力とする発電用のものを除き、経済産業省令で定めるものに限る。）

を設置する者は、保安を一体的に確保することが必要な事業用電気工作物の組織ごとに、高度な保安を

確保することができると認められる旨の経済産業大臣の認定を受けることができることとした。（第五

五条の三関係） 

(二) (一)の認定について、一の２の(二)と同様の改正を行うこととした。（第五五条の四〜第五五条の九

関係） 

  (三) 認定を受けた者について、保安規程に係る特例、主任技術者に係る特例、使用前安全管理検査の特例

及び定期安全管理検査の特例を規定することとした。（第五五条の一〇〜第五五条の一三関係） 

四 情報処理の促進に関する法律の一部改正関係 

独立行政法人情報処理推進機構の業務として、高圧ガス保安法第六〇条の二、ガス事業法第一七〇条の二及

び電気事業法第一〇五条の二に規定する保安に係るサイバーセキュリティに関する重大な事態が生じた場合等

の調査を追加することとした。（第五一条第一項第一〇号、第一一号及び第一三号関係） 

五 附則関係 

1 この法律の施行に関し必要な経過措置を定めることとした。（附則第二条〜第六条、第一三条及び第一九条

関係） 

２ この法律の施行状況に関する検討について必要な規定を設けることとした。（附則第七条関係） 

六 この法律は、一部の規定を除き、公布の日から起算して一年六月を超えない範囲内において政令で定める日

から施行することとした。 

----- 

高圧ガス保安法等の一部を改正する法律をここに公布する。 

御 名  御 璽 

令和 4年 6月 22日                                            内閣総理大臣  岸田 文雄 

法律第 74号 

高圧ガス保安法等の一部を改正する法律 

（高圧ガス保安法の一部改正） 

第一条 高圧ガス保安法（昭和二十六年法律第二百四号）の一部を次のように改正する。 

目次中「第三章の二完成検査及び保安検査に係る認定（第三十九条の二－第三十九条の十二）」を「第三章の

二完成検査及び保安検査に係る認定（第三十九条の二－第三十九条の十二） 第三章の三認定高度保安実施者

（第三十九条の十三－第三十九条の二十七） 」に改める。 

第三条第一項第二号中「エヤコンディショナー」を「エアコンディショナー」に改め、同項中第六号を削り、

第五号を第六号とし、第四号の次に次の一号を加える。 

五 道路運送車両法（昭和二十六年法律第百八十五号）第二条第五項に規定する運行の用に供する自動車（政

令で定める種類のものに限る。）の装置（政令で定めるものに限る。）内における高圧ガス 

第三条第一項中第八号を第九号とし、第七号の次に次の一号を加える。 

八 電気事業法（昭和三十九年法律第百七十号）第二条第一項第十八号の電気工作物（政令で定めるものに

限る。）内における高圧ガス第三条第二項中「及び第六十条」を「、第六十条及び第六十一条」に、「デシ

リツトル」を「デシリットル」に改める。 

第八条第一号中「第三十九条の十二第一項第四号」の下に「、第三十九条の十五第一項第一号及び第二項、

第三十九条の二十第一項第四号、第三十九条の二十二第一項」を加える。第二十三条第二項中「（昭和二十六年

法律第百八十五号）」を削る。 

第二十七条の二第六項中「又は第四項」を「若しくは第四項」に、「又は保安係員」を「若しくは保安係員」

に改める。第三十八条第一項第三号中「又は第三項」を「若しくは第三項」に、「受けない」を「受けず、又は

第三十九条の二十二第一項の完成検査を行わない」に改め、同条第二項中「一に」を「いずれかに」に改める。 

３ 認定完成検査実施者又は認定保安検査実施者が次条の認定を受けたときは、当該認定完成検査実施者に係

る第二十条第三項第二号の認定又は当該認定保安検査実施者に係る第三十五条第一項第二号の認定は、その

効力を失う。第三章の二の次に次の一章を加える。 
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第三章の三 認定高度保安実施者 

（認定） 

第三十九条の十三 第一種製造者は、経済産業省令で定めるところにより、第五条第一項の許可に係る事業所

ごとに、高度な保安を確保することができると認められる旨の経済産業大臣の認定（以下この章において単

に「認定」という。）を受けることができる。 

（認定の基準等） 

第三十九条の十四 経済産業大臣は、認定の申請が次の各号のいずれにも該当すると認めるときでなければ、

その認定をしてはならない。一保安の確保のための組織がその業務遂行能力を持続的に向上させる仕組みを

有することその他の経済産業省令で定める基準に適合するものであること。二保安の確保の方法が高度な情

報通信技術を用いたものであることその他の経済産業省令で定める基準に適合するものであること。 

２ 認定の申請をした者は、保安の確保のための組織及び保安の確保の方法について、経済産業大臣が行う検

査を受けなければならない。ただし、第三十九条の十六第一項に規定する協会又は経済産業大臣の指定する

者による調査を受けた場合には、当該調査を受けた事項については当該検査を受けることを要しない。 

（欠格条項） 

第三十九条の十五 次の各号のいずれかに該当する者は、認定を受けることができない。 

一 認定の申請に係る事業所において高圧ガスの製造を開始した日から二年を経過しない者 

二 認定の申請に係る事業所において高圧ガスによる災害が発生した日から二年を経過しない者 

三 この法律又はこの法律に基づく命令の規定に違反し、罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又

は執行を受けることがなくなつた日から二年を経過しない者 

四 第三十九条の二十第一項の規定により認定を取り消され、その取消しの日から二年を経過しない者五法

人であつて、その業務を行う役員のうちに前二号のいずれかに該当する者があるもの 

２ 第十条第一項の規定による第一種製造者の地位の承継があつた場合において、当該第一種製造者が第二十

一条第一項の規定による高圧ガスの製造の開始の届出をした日から二年を経過したときは、前項第一号の規

定は、適用しない。 

（協会等の調査） 

第三十九条の十六 経済産業大臣は、第三十九条の十四第二項の検査を行う場合において、専門技術的事項の

確認を行う必要があると認めるときは、その範囲を定めて、協会又は同項ただし書の指定を受けた者に、当

該申請が同条第一項各号の経済産業省令で定める基準に適合しているかどうかについて、意見を聴取し、又

は調査を依頼することができる。 

２ 経済産業大臣は、前項の確認を行う必要があると認めるときは、速やかに、その旨を認定の申請をした者

に通知するものとする。 

（認定の更新） 

第三十九条の十七 認定は、五年以上十年以内において政令で定める期間ごとにその更新を受けなければ、そ

の期間の経過によつて、その効力を失う。 

２ 第三十九条の十三、第三十九条の十四及び前条の規定は、前項の認定の更新に準用する。この場合におい

て、第三十九条の十四第二項中「ついて、」とあるのは、「ついて、経済産業大臣から検査が必要である旨の

通知を受けたときは、」と読み替えるものとする。 

（変更の届出） 

第三十九条の十八 認定を受けた第一種製造者（以下「認定高度保安実施者」という。）は、保安の確保のた

めの組織又は保安の確保の方法に変更があつたときは、遅滞なく、その旨を経済産業大臣に届け出なければ

ならない。 

（承継） 

第三十九条の十九 第十条第一項の規定による第一種製造者の地位の承継があった場合において、当該第一種

製造者が認定高度保安実施者であるときは、当該第一種製造者の地位を承継した者（認定高度保安実施者に

限る。）は、認定高度保安実施者の地位を承継する。ただし、当該第一種製造者の地位を承継した者が次の各

号のいずれかに該当するときは、この限りでない。 
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一 その認定に係る事業所において高圧ガスによる災害が発生した日から二年を経過しないとき。 

二 第三十九条の十五第一項第三号から第五号までのいずれかに該当するとき。 

２ 前項の規定により認定高度保安実施者の地位を承継した者は、遅滞なく、経済産業省令で定めるところに

より、その旨を経済産業大臣に届け出なければならない。 

（認定の取消し等） 

第三十九条の二十 経済産業大臣は、認定高度保安実施者が次の各号のいずれかに該当するときは、認定を取

り消すことができる。 

一 認定に係る事業所において高圧ガスによる災害が発生したとき。 

二 認定に係る事業所において発火その他高圧ガスによる災害の発生のおそれのある事故が発生したとき。 

三 第三十六条第一項の経済産業省令で定める災害の発生の防止のための応急の措置を講じず、又は同条第

二項の規定による届出を行わなかったとき。 

四 第三十八条第一項の規定により都道府県知事による高圧ガスの製造の停止の命令を受けたとき。 

五 都道府県知事により第三十九条第一号又は第二号に掲げる措置をされたとき。 

六 第三十九条の十四第一項各号のいずれかに該当していないと認められるとき。 

七 第三十九条の十五第一項第三号又は第五号に該当するに至ったとき。 

八 不正の手段により認定又はその更新を受けたとき。 

２ 第三十八条第一項の規定により第五条第一項の許可が取り消されたときは、当該許可の取消しに係る事業

所に係る認定は、その効力を失う。 

（製造のための施設等の変更の特例） 

第三十九条の二十一 認定高度保安実施者は、第十四条第一項に規定する変更の工事又は製造の方法の変更

（経済産業省令で定める重要なものを除く。）をしようとするときは、同項の規定にかかわらず、同項の許可

を受けることを要しない。この場合においては、当該変更の工事（同項ただし書に規定する軽微なものを除

く。）の完成後又は当該製造の方法の変更（経済産業省令で定める軽微なものを除く。）後、遅滞なく、その

旨を都道府県知事に届け出なければならない。 

２ 認定高度保安実施者は、第十四条第一項ただし書に規定する軽微な変更の工事をしたときは、同条第二項

の規定にかかわらず、同項の規定による届出を要しない。この場合においては、経済産業省令で定めるとこ

ろにより、当該工事に係る記録を作成し、これを保存しなければならない。 

３ 認定高度保安実施者は、第一項の経済産業省令で定める軽微な製造の方法の変更をしたときは、経済産業

省令で定めるところにより、当該製造の方法の変更に係る記録を作成し、これを保存しなければならない。 

（完成検査の特例） 

第三十九条の二十二 認定高度保安実施者は、特定変更工事を完成したときは、第二十条第三項の規定にかか

わらず、製造のための施設につき、同項の都道府県知事が行う完成検査を受けることを要しない。この場合

においては、当該施設について、経済産業省令で定めるところにより、自ら完成検査を行い、第八条第一号

の技術上の基準に適合していることを確認した後でなければ、これを使用してはならない。 

２ 認定高度保安実施者は、前項の完成検査を行ったときは、経済産業省令で定める事項を記載した検査記録

を作成し、これを保存しなければならない。 

（危害予防規程に係る特例） 

第三十九条の二十三 認定高度保安実施者は、危害予防規程を定め、又は変更したときは、第二十六条第一項

の規定にかかわらず、同項の規定による届出を要しない。この場合においては、経済産業省令で定めるとこ

ろにより、当該危害予防規程を保存し、都道府県知事から提出を求められたときは、速やかにこれを提出し

なければならない。 

（保安統括者、保安技術管理者及び保安係員に係る特例） 

第三十九条の二十四 認定高度保安実施者（第二十七条の二第一項第一号に掲げる者に限る。次項において同

じ。）は、同条第四項の規定による保安係員の選任については、同項の規定にかかわらず、これを同項の経済

産業省令で定める製造のための施設の区分ごとに行うことを要しない。 

２ 認定高度保安実施者は、第二十七条の二第一項、第三項若しくは第四項の規定による保安統括者、保安技術



ACSES ニュースレター_２３３９_20220623 

 8 

管理者若しくは保安係員の選任又はその解任については、同条第五項又は第六項の規定にかかわらず、これ

らの規定による届出を要しない。この場合においては、経済産業省令で定めるところにより、当該選任又は

解任に係る記録を作成し、これを保存しなければならない。 

（保安主任者及び保安企画推進員に係る特例） 

第三十九条の二十五 認定高度保安実施者（第二十七条の三第一項に規定する第一種製造者である者に限る。

次項において同じ。）は、同条第一項の規定による保安主任者の選任については、同項の規定にかかわらず、

これを同項の経済産業省令で定める製造のための施設の区分ごとに行うことを要しない。 

２ 認定高度保安実施者は、第二十七条の三第一項若しくは第二項の規定による保安主任者若しくは保安企画推

進員の選任又はその解任については、同条第三項において準用する第二十七条の二第六項の規定にかかわら

ず、同項の規定による届出を要しない。この場合においては、経済産業省令で定めるところにより、当該選

任又は解任に係る記録を作成し、これを保存しなければならない。 

（冷凍保安責任者に係る特例） 

第三十九条の二十六 認定高度保安実施者（第二十七条の四第一項第一号に掲げる者に限る。）は、同項の規

定による冷凍保安責任者の選任又はその解任については、同条第二項において準用する第二十七条の二第五

項の規定にかかわらず、同項の規定による届出を要しない。この場合においては、経済産業省令で定めると

ころにより、当該選任又は解任に係る記録を作成し、これを保存しなければならない。 

（保安検査等の特例） 

第三十九条の二十七 認定高度保安実施者は、第三十五条第一項の規定にかかわらず、特定施設について、同

項の都道府県知事が行う保安検査を受けることを要しない。この場合においては、当該特定施設が第八条第

一号の技術上の基準に適合しているかどうかについて、経済産業省令で定めるところにより、自ら保安検査

を行い、その検査記録を作成し、これを保存しなければならない。 

２ 第三十五条の二の規定は、認定高度保安実施者については、適用しない。第四十九条の四の次に次の一条

を加える。 

（自動車の装置内の容器等であつたものの取扱い） 

第四十九条の四の二 第三条第一項第五号に規定する装置（以下この条及び第五十六条第五項において「自動

車の装置」という。）内の容器及びその附属品（経済産業省令で定めるものに限る。第五十六条第五項におい

て同じ。）であつて、この法律に基づく次の各号に掲げる検査に相当するものとして政令で定める検査により

その基準に適合するとされたものである旨の表示がされているものが、自動車の装置に組み込まれるもので

なくなつた場合には、第四十四条第一項、第四十六条第一項第一号、第四十八条第一項第一号、第三号及び

第五号並びに第四項、第四十九条の二第一項並びに第五十四条第二項後段の規定（これらの規定に係る罰則

を含む。）の適用については、当該検査をそれぞれ次の各号に掲げる検査とみなし、当該表示をそれぞれ次の

各号に定める刻印とみなす。 

一 容器検査第四十五条第一項の刻印 

二 容器再検査第四十九条第三項の刻印三附属品検査第四十九条の 

三 第一項の刻印四附属品再検査前条第三項の刻印 

第五十六条第一項及び第二項中「充てんする」を「充塡する」に改め、同条第四項中「附属品が」を削り、

同条中第五項を第六項とし、第四項の次に次の一項を加える。 

５ 第一項及び第三項の規定は自動車の装置内の容器であつて自動車の装置に組み込まれるものでなくなつた

もののうち第四十九条の四の二に規定する表示がされていないものについて、前項の規定は自動車の装置内

の容器の附属品であつて自動車の装置に組み込まれるものでなくなつたもののうち当該表示がされていない

ものについて、それぞれ準用する。この場合において、同項中「前三項」とあるのは「第一項及び前項」と、

「第一項及び第二項」とあるのは「第一項」と読み替えるものとする。 

第五十八条の三十四中「、同条第三項、第四十九条の八第一項又は第五十六条の六の五第一項の指定」を「若

しくは第三項、第三十九条の十四第二項ただし書、第四十九条の八第一項又は第五十六条の六の五第一項の指

定」に、「、第三十九条の七第一項、同条第三項」を「、第三十九条の七第一項若しくは第三項、第三十九条の

十六第一項」に改める。第五十八条の三十五中「、同条第三項」を「若しくは第三項、第三十九条の十四第二
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項ただし書」に改める。 

第五十九条中「、同条第三項」を「若しくは第三項、第三十九条の十四第二項ただし書」に、「から第五十八

条の二十四まで、」を「の見出し、第五十八条の二十三、第五十八条の二十四、」に、「」とあるのは「検査組織

等調査」を「の」とあるのは「検査組織等調査の」と、第五十八条の二十一、第五十八条の二十二及び第五十

八条の三十中「完成検査を」とあるのは「検査組織等調査を」に改める。 

第五十九条の九第六号中「第六十二条の二第一項の認定検査機関」を「第五十五条第一項の国内登録検査機

関」に改める。 

第五十九条の二十八第一項第三号中「第二十七条の二第七項」の下に「（第二十七条の三第三項において準用

する場合を含む。）」を加え、同項第四号の二中「第四十九条の八第一項（第四十九条の九第二項又は」を「第

三十九条の十六第一項（第三十九条の十七第二項において準用する場合を含む。）、第四十九条の八第一項（第

四十九条の九第二項及び」に、「第五十六条の六の六第二項又は」を「第五十六条の六の六第二項及び」に改め

る。第六十条の次に次の一条を加える。 

（調査の要請） 

第六十条の二 経済産業大臣は、認定高度保安実施者その他の保安の確保上特に重要な者として経済産業省令

で定める者において保安に係るサイバーセキュリティ（サイバーセキュリティ基本法（平成二十六年法律第

百四号）第二条に規定するサイバーセキュリティをいう。）に関する重大な事態が生じ、又は生じた疑いがあ

る場合において、必要があると認めるときは、独立行政法人情報処理推進機構に対し、その原因究明のため

の調査を要請することができる。 

第七十三条第一項中第一号から第五号までを削り、第六号を第一号とし、第七号を削り、第八号を第二号と

し、第九号を第三号とし、第十号を第四号とし、第十一号から第十四号までを削り、第十五号を第五号とし、

同号の次に次の一号を加える。 

六 第三十九条の十三の認定又はその更新を受けようとする者 

第七十三条第一項中第十六号を第七号とし、第十六号の二を第八号とし、第十六号の三を第九号とし、第十

六号の四を第十号とし、第十六号の五を第十一号とし、第十六号の六を第十二号とし、第十七号を第十三号と

し、第十八号から第二十号までを四号ずつ繰り上げ、第二十号の二を第十七号とし、第二十号の三を第十八号

とし、第二十号の四を第十九号とし、第二十一号を第二十号とし、第二十二号を第二十一号とし、同条第二項

中「若しくは第三十五条第一項第二号」を「、第三十五条第一項第二号若しくは第三十九条の十三」に、「若

しくは産業保安監督部長が行う製造保安責任者試験を受けようとする者、経済産業大臣若しくは」を「又は産

業保安監督部長が行う製造保安責任者試験を受けようとする者、経済産業大臣又は」に、「認定、」を「認定

若しくは」に、「並びに経済産業大臣若しくは」を「並びに経済産業大臣又は」に改める。 

第七十四条の二第一項第一号中「、同条第三項」を「若しくは第三項、第三十九条の十四第二項ただし書」

に改め、同項第一号の二中「又は第三十五条第一項第二号」を「、第三十五条第一項第二号又は第三十九条の

十三」に改め、同項第一号の三中「第三十九条の十二第一項」の下に「若しくは第三十九条の二十第一項」を

加え、「同条第二項」を「第三十九条の十二第二項若しくは第三項若しくは第三十九条の二十第二項」に改め

る。 

第七十五条中「、第五十六条第五項」を削る。 

第七十九条の三中「第三十九条の十一」の下に「、第三十九条の二十一第一項、第三十九条の二十三」を加

える。 

第八十条中「一に」を「いずれかに」に、「者は」を「場合には、当該違反行為をした者は」に改め、同条

各号中「者」を「とき。」に改める。 

第八十一条中「一に」を「いずれかに」に、「者は」を「場合には、当該違反行為をした者は」に改め、同

条第二号から第四号の二まで及び第六号から第九号までの規定中「者」を「とき。」に改め、同条第十号中「者

又は」を「とき、又は」に、「の検査を行つた者」を「の検査を行つたとき。」に改め、同条第十一号中「者」

を「とき。」に改める。 

第八十二条中「一に」を「いずれかに」に、「者は」を「場合には、当該違反行為をした者は」に改め、同

条第一号及び第三号から第五号までの規定中「者」を「とき。」に改める。 
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第八十三条中「一に」を「いずれかに」に、「者は」を「場合には、当該違反行為をした者は」に改め、同

条第一号中「第二十八条第三項又は」を「第二十八条第三項及び」に改め、「若しくは第二項」の下に「、第

三十九条の十八、第三十九条の十九第二項、第三十九条の二十一第一項」を加え、「者」を「とき。」に改め、

同条第二号中「同条第四項」の下に「（同条第五項において準用する場合を含む。）及び第五項」を加え、「者」

を「とき。」に改め、同条第二号の二から第二号の四までの規定中「者又は」を「とき、又は」に、「をした

者」を「をしたとき。」に改め、同条第二号の五中「者又は」を「とき、又は」に、「届出をした者」を「届

出をしたとき。」に改め、同条第二号の六及び第二号の七中「者又は」を「とき、又は」に、「をした者」を

「をしたとき。」に改め、同条第三号中「同条第四項」の下に「（同条第五項において準用する場合を含む。）

及び第五項」を加え、「者」を「とき。」に改め、同条第四号中「者」を「とき。」に改め、同条第四号の二

中「第三十五条の二」の下に「、第三十九条の二十二第二項又は第三十九条の二十七第一項」を加え、「者」

を「とき。」に改め、同条第四号の二の二中「者」を「とき。」に改め、同号の次に次の二号を加える。 

四の二の三第三十九条の二十一第二項若しくは第三項、第三十九条の二十四第二項、第三十九条の二十五第

二項又は第三十九条の二十六の規定に違反して記録を作成せず、虚偽の記録を作成し、又は記録を保存しなか

つたとき。四の二の四第三十九条の二十三の規定に違反して危害予防規程を保存せず、又は危害予防規程の提

出を拒んだとき。 

第八十三条第四号の三から第七号までの規定中「者」を「とき。」に改める。第八十四条中「、第八十一条、

第八十二条又は第八十三条」を「又は第八十一条から第八十三条まで」に改める。 

第二条 高圧ガス保安法の一部を次のように改正する。 

目次中「第三章の二完成検査及び保安検査に係る認定（第三十九条の二－第三十九条の十二）第三章の三認

定高度保安実施者（第三十九条の十三－第三十九条の二十七） 」を「第三章の二認定高度保安実施者（第三十

九条の二－第三十九条の十六）」に改める。第八条第一号中「第三十九条の六」を「第三十九条の四第一項第一

号及び第二項、第三十九条の九第一項第四号」に改め、「、第三十九条の十二第一項第四号、第三十九条の十五

第一項第一号及び第二項、第三十九条の二十第一項第四号、第三十九条の二十二第一項」を削る。 

第二十条第二項中「次項第二号」を「次項ただし書」に改め、同条第三項中「。以下」を「。第三十九条の

十一第一項において」に改め、同項ただし書を次のように改める。 

ただし、高圧ガスの製造のための施設又は第一種貯蔵所につき、経済産業省令で定めるところにより協会

又は指定完成検査機関が行う完成検査を受け、これらが第八条第一号又は第十六条第二項の技術上の基準に

適合していると認められ、その旨を都道府県知事に届け出た場合は、この限りでない。 

第二十条第三項各号を削り、同条第四項中「前項第一号」を「前項ただし書」に改める。 

第三十五条第一項中「。以下」を「。この項、次項及び第三十九条の十六第一項において」に改め、同項た

だし書を次のように改める。 

ただし、特定施設のうち経済産業省令で定めるものについて、経済産業省令で定めるところにより協会又

は経済産業大臣の指定する者（以下「指定保安検査機関」という。）が行う保安検査を受け、その旨を都道府

県知事に届け出た場合は、この限りでない。 

第三十五条第一項各号を削り、同条第三項中「第一項第一号」を「第一項ただし書」に改める。 

第三十八条第一項第三号中「第三十九条の二十二第一項」を「第三十九条の十一第一項」に改める。 

第三章の二を削る。 

第三章の三中第三十九条の十三を第三十九条の二とする。 

第三十九条の十四第二項ただし書中「第三十九条の十六第一項」を「第三十九条の五第一項」に改め、同条

を第三十九条の三とする。 

第三十九条の十五第一項第四号中「第三十九条の二十第一項」を「第三十九条の九第一項」に改め、同条を

第三十九条の四とする。 

第三十九条の十六第一項中「第三十九条の十四第二項」を「第三十九条の三第二項」に改め、同条を第三十

九条の五とする。第三十九条の十七第二項中「第三十九条の十三、第三十九条の十四」を「第三十九条の二、

第三十九条の三」に、「第三十九条の十四第二項」を「第三十九条の三第二項」に改め、同条を第三十九条の六

とし、第三十九条の十八を第三十九条の七とする。 
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第三十九条の十九第一項第二号中「第三十九条の十五第一項第三号」を「第三十九条の四第一項第三号」に

改め、同条を第三十九条の八とする。 

第三十九条の二十第一項第六号中「第三十九条の十四第一項各号」を「第三十九条の三第一項各号」に改め、

同項第七号中「第三十九条の十五第一項第三号」を「第三十九条の四第一項第三号」に改め、同条を第三十九

条の九とし、第三十九条の二十一を第三十九条の十とし、第三十九条の二十二から第三十九条の二十七までを

十一条ずつ繰り上げる。 

第三章の三を第三章の二とする。 

第五十八条の三十の三中「第三十五条第一項第一号」を「第三十五条第一項ただし書」に改める。 

第五十八条の三十四中「第三十九条の七第一項若しくは第三項、第三十九条の十四第二項ただし書」を「第

三十九条の三第二項ただし書」に、「第三十九条の七第一項若しくは第三項、第三十九条の十六第一項」を「第

三十九条の五第一項」に改める。 

第五十八条の三十五中「第三十九条の七第一項若しくは第三項、第三十九条の十四第二項ただし書」を「第

三十九条の三第二項ただし書」に改める。 

第五十九条中「第三十九条の七第一項若しくは第三項、第三十九条の十四第二項ただし書」を「第三十九条

の三第二項ただし書」に改め、「第三十九条の七第二項、同条第四項、」を削る。 

第五十九条の九第一号の三中「第三十五条第一項第一号」を「第三十五条第一項ただし書」に改める。 

第五十九条の二十八第一項第四号中「同条第三項第一号」を「第三項ただし書」に、「第三十五条第一項第一

号」を「第三十五条第一項ただし書」に改め、同項第四号の二中「第三十九条の七第一項（第三十九条の八第

二項において準用する場合を含む。）、第三十九条の七第三項（第三十九条の八第三項において準用する場合を

含む。）、第三十九条の十六第一項（第三十九条の十七第二項」を「第三十九条の五第一項（第三十九条の六第

二項」に改める。 

第七十三条第一項中第一号を削り、第二号を第一号とし、第三号を第二号とし、第四号を第三号とし、第五

号を削り、同項第六号中「第三十九条の十三」を「第三十九条の二」に改め、同号を同項第四号とし、同項中

第七号を第五号とし、第八号から第二十一号までを二号ずつ繰り上げ、同条第二項中「第二十条第三項第二号、

第三十五条第一項第二号若しくは第三十九条の十三」を「第三十九条の二」に改める。 

第七十四条の二第一項第一号中「第三十九条の七第一項若しくは第三項、第三十九条の十四第二項ただし書」

を「第三十九条の三第二項ただし書」に改め、同項第一号の二中「第二十条第三項第二号、第三十五条第一項

第二号又は第三十九条の十三」を「第三十九条の二」に改め、同項第一号の三中「第三十九条の十二第一項若

しくは第三十九条の二十第一項」を「第三十九条の九第一項」に、「第三十九条の十二第二項若しくは第三項若

しくは第三十九条の二十第二項」を「同条第二項」に改める。 

第七十九条の三中「第三十九条の十一、第三十九条の二十一第一項、第三十九条の二十三」を「第三十九条

の十第一項、第三十九条の十二」に改める。 

第八十三条第一号中「第三十九条の九第一項若しくは第二項、第三十九条の十八、第三十九条の十九第二項、

第三十九条の二十一第一項」を「第三十九条の七、第三十九条の八第二項、第三十九条の十第一項」に改め、

同条第四号の二中「第三十九条の二十二第二項又は第三十九条の二十七第一項」を「第三十九条の十一第二項

又は第三十九条の十六第一項」に改め、同条第四号の二の二を削り、同条第四号の二の三中「第三十九条の二

十一第二項」を「第三十九条の十第二項」に、「第三十九条の二十四第二項、第三十九条の二十五第二項又は第

三十九条の二十六」を「第三十九条の十三第二項、第三十九条の十四第二項又は第三十九条の十五」に改め、

同号を同条第四号の二の二とし、同条第四号の二の四中「第三十九条の二十三」を「第三十九条の十二」に改

め、同号を同条第四号の二の三とする。 

（ガス事業法の一部改正） 

第三条 ガス事業法（昭和二十九年法律第五十一号）の一部を次のように改正する。 

目次中「第三款 工事計画及び検査（第三十二条－第三十四条）」を「第三款工事計画及び検査第四款 認定

高度保安実施（第三十二条－第三十四条）ガス小売事業者（第三十四条の二－第三十四条の十三）」に、「第三

目 工事計画及び検査（第六十八条－第七十一条）」を「第三目 工事計画及び検査（第六十八条－第七十一条） 

第四目 認定高度保安実施一般ガス導管事業者（第七十一条の二・第七十一条の三）」に、「第四款ガス工作物
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に係る規定の準用（第八十四条）」を「第四款ガス工作物に係る第五款認定高度保安実施規定の準用（第八十四

条）特定ガス導管事業者（第八十四条の二・第八十四条の三）」に、「第三款工事計画及び検査（第百一条－第

百四条）」を「第三款工事計画及び検査（第百一条－第百四条） 第四款認定高度保安実施ガス製造事業者（第

百四条の二・第百四条の三）」に改める。 

第二章第三節に次の一款を加える。 

第四款 認定高度保安実施ガス小売事業者 

（認定） 

第三十四条の二 ガス小売事業者（自らが維持し、及び運用するガス工作物（経済産業省令で定めるものに限

る。）により小売供給を行う者に限る。以下この款において同じ。）は、経済産業省令で定めるところにより、

高度な保安を確保することができると認められる旨の経済産業大臣の認定（以下この款において単に「認定」

という。）を受けることができる。 

（認定の基準） 

第三十四条の三 経済産業大臣は、認定の申請が次の各号のいずれにも該当すると認めるときでなければ、そ

の認定をしてはならない。 

一 保安の確保のための組織がその業務遂行能力を持続的に向上させる仕組みを有することその他の経済産

業省令で定める基準に適合するものであること。 

二 保安の確保の方法が高度な情報通信技術を用いたものであることその他の経済産業省令で定める基準に

適合するものであること。 

（欠格条項） 

第三十四条の四 次の各号のいずれかに該当する者は、認定を受けることができない。 

一 自らが維持し、及び運用するガス工作物の使用を開始した日から二年を経過しない者 

二 自らが維持し、及び運用するガス工作物に関して、その責めに帰すべき事由により、ガスによる災害を

発生させた日から二年を経過しない者 

三 この法律若しくはこの法律に基づく命令又はこれらに基づく処分に違反し、罰金以上の刑に処せられ、

その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなつた日から二年を経過しない者 

四 第三十四条の八第一項の規定により認定を取り消され、その取消しの日から二年を経過しない者 

五 法人であつて、その業務を行う役員のうちに前二号のいずれかに該当する者があるもの 

２ 第八条第一項の規定によるガス小売事業者の地位の承継があつた場合において、当該ガス小売事業者がガ

ス工作物の使用を開始した日から二年を経過したときは、前項第一号の規定は、適用しない。 

（認定の更新） 

第三十四条の五 認定は、五年以上十年以内において政令で定める期間ごとにその更新を受けなければ、その

期間の経過によつて、その効力を失う。 

２ 第三十四条の二及び第三十四条の三の規定は、前項の認定の更新に準用する。 

（変更の届出） 

第三十四条の六 認定を受けた者（以下「認定高度保安実施ガス小売事業者」という。）は、保安の確保のため

の組織又は保安の確保の方法に変更があつたときは、遅滞なく、その旨を経済産業大臣に届け出なければな

らない。 

（承継） 

第三十四条の七 第八条第一項の規定によるガス小売事業者の地位の承継があつた場合において、当該ガス小

売事業者が認定高度保安実施ガス小売事業者であるときは、当該ガス小売事業者の地位を承継した者（認定

高度保安実施ガス小売事業者に限る。）は、認定高度保安実施ガス小売事業者の地位を承継する。ただし、当

該ガス小売事業者の地位を承継した者が第三十四条の四第一項第二号、第三号又は第五号のいずれかに該当

するときは、この限りでない。 

（認定の取消し等） 

第三十四条の八 経済産業大臣は、認定高度保安実施ガス小売事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、

認定を取り消すことができる。 
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一 自らが維持し、及び運用するガス工作物に関して、その責めに帰すべき事由により、ガスによる災害を

発生させたとき。 

二 自らが維持し、及び運用するガス工作物に関して、その責めに帰すべき事由により、ガスによる災害の

発生のおそれのある事故を発生させたとき。 

三 第二十一条第二項の規定によりガス工作物の使用の一時停止の命令若しくは使用の制限の処分を受けた

とき、又は同条第三項の規定による命令若しくは処分を受けたとき。 

四 第三十四条の三各号のいずれかに該当していないと認められるとき。 

五 第三十四条の四第一項第三号又は第五号に該当するに至つたとき。六不正の手段により認定又はその更

新を受けたとき。 

２ 第十条第一項の規定により第三条の登録が取り消されたときは、当該登録の取消しに係るガス小売事業者

に係る認定は、その効力を失う。 

（保安規程に係る特例） 

第三十四条の九 認定高度保安実施ガス小売事業者は、保安規程を定め、又は変更したときは、第二十四条第

一項及び第二項の規定にかかわらず、これらの規定による届出を要しない。この場合においては、経済産業

省令で定めるところにより、当該保安規程を保存し、経済産業大臣から提出を求められたときは、速やかに

これを提出しなければならない。 

（ガス主任技術者に係る特例） 

第三十四条の十 認定高度保安実施ガス小売事業者は、第二十五条第一項の規定によるガス主任技術者の選任

又はその解任については、同条第二項の規定にかかわらず、同項の規定による届出を要しない。この場合に

おいては、経済産業省令で定めるところにより、当該選任又は解任に係る記録を作成し、これを保存しなけ

ればならない。 

（工事計画の特例） 

第三十四条の十一 認定高度保安実施ガス小売事業者は、第三十二条第一項に規定する設置又は変更の工事

（公害の防止上重要なものとして経済産業省令で定めるものを除く。）をしようとするときは、同項の規定に

かかわらず、同項の規定による届出を要しない。この場合においては、当該工事の完成後三十日以内に、そ

の旨を経済産業大臣に届け出なければならない。 

（使用前検査の特例） 

第三十四条の十二 認定高度保安実施ガス小売事業者は、第三十二条第一項に規定する設置又は変更の工事に

係るガス工作物（経済産業省令で定めるものに限る。）については、第三十三条第一項の規定にかかわらず、

その使用の開始前に、同項の経済産業大臣の登録を受けた者が行う検査を受けることを要しない。この場合

においては、当該工事について、経済産業省令で定めるところにより、自主検査を行つた後でなければ、当

該ガス工作物を使用してはならない。 

２ 認定高度保安実施ガス小売事業者は、経済産業省令で定めるところにより、前項の自主検査の記録を作成

し、これを保存しなければならない。_ 

（定期自主検査の特例） 

第三十四条の十三 認定高度保安実施ガス小売事業者は、第三十四条の自主検査については、同条の規定にか

かわらず、これを定期に行うことを要しない。この場合においては、経済産業省令で定めるところにより、

これを行わなければならない。 

第五十六条の次に次の一条を加える。 

（災害時連携計画） 

第五十六条の二 一般ガス導管事業者は、共同して、経済産業省令で定めるところにより、災害その他の事由 

による事故によりガスの安定供給の確保に支障が生ずる場合に備えるための一般ガス導管事業者相互の連携

に関する計画（以下この条において「災害時連携計画」という。）を作成し、経済産業大臣に届け出なければ

ならない。これを変更したときも、同様とする。 

２ 災害時連携計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 一般ガス導管事業者相互の連絡に関する事項 
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二 一般ガス導管事業者による従業者の派遣及び運用に関する事項 

三 その他経済産業省令で定める事項 

３ 経済産業大臣は、第一項の規定による届出があつた場合において、その届出に係る災害時連携計画の内容

が次の各号のいずれかに適合しないと認めるときは、その届出をした一般ガス導管事業者に対し、相当の期

限を定め、その届出に係る災害時連携計画を変更すべきことを勧告することができる。 

一 災害その他の事由による事故の発生により特定の供給区域におけるガスの供給に支障が生じ、又は生ず

るおそれがある場合においてその供給区域におけるガスの安定供給を確保するために必要かつ適切なもの

であること。 

二 その届出をした一般ガス導管事業者のうち特定の者について不当に差別的でないこと。 

三 ガスの使用者の利益又は一般ガス導管事業者からガスの供給を受ける者の利益を不当に害するおそれが

ないこと。 

４ 経済産業大臣は、一般ガス導管事業者が、正当な理由がなく、第一項の規定による届出に係る災害時連携

計画を実施していないため、ガスの安定供給の確保に支障が生じ、又は生ずるおそれがあると認めるときは、

当該一般ガス導管事業者に対し、当該災害時連携計画を実施すべきことを勧告することができる。 

第三章第一節第四款に次の一目を加える。 

第四目 認定高度保安実施一般ガス導管事業者 

（認定） 

第七十一条の二 一般ガス導管事業者は、経済産業省令で定めるところにより、高度な保安を確保することが

できると認められる旨の経済産業大臣の認定を受けることができる。 

（準用） 

第七十一条の三 第三十四条の三から第三十四条の五まで及び第三十四条の八の規定は前条の認定について、

第三十四条の六、第三十四条の七及び第三十四条の九から第三十四条の十三までの規定は前条の認定を受け

た者（第百七十条の二において「認定高度保安実施一般ガス導管事業者」という。）について、それぞれ準用

する。この場合において、第三十四条の四第二項及び第三十四条の七中「第八条第一項」とあるのは「第四

十三条第一項」と、第三十四条の四第二項、第三十四条の七及び第三十四条の八第二項中「ガス小売事業者」

とあるのは「一般ガス導管事業者」と、第三十四条の五第二項中「第三十四条の二」とあるのは「第七十一

条の二」と、第三十四条の八第一項中「認定高度保安実施ガス小売事業者」とあるのは「第七十一条の三に

規定する認定高度保安実施一般ガス導管事業者」と、同項第三号中「第二十一条第二項」とあるのは「第六

十一条第二項」と、同条第二項中「第十条第一項」とあるのは「第四十五条第一項又は第二項」と、「第三条」

とあるのは「第三十五条」と、「登録」とあるのは「許可」と、第三十四条の九中「第二十四条第一項及び第

二項」とあるのは「第六十四条第一項及び第二項」と、第三十四条の十中「第二十五条第一項」とあるのは

「第六十五条第一項」と、第三十四条の十一及び第三十四条の十二第一項中「第三十二条第一項」とあるの

は「第六十八条第一項」と、同項中「第三十三条第一項」とあるのは「第六十九条第一項」と、第三十四条

の十三中「第三十四条」とあるのは「第七十一条」と読み替えるものとする。 

第三章第二節に次の一款を加える。 

第五款 認定高度保安実施特定ガス導管事業者 

（認定） 

第八十四条の二 特定ガス導管事業者は、経済産業省令で定めるところにより、高度な保安を確保することが

できると認められる旨の経済産業大臣の認定を受けることができる。第百六十四条第一項中第六号を第七号

とし、第五号を第六号とし、第四号の次に次の一号を加える。 

 （準用） 

第八十四条の三 第三十四条の三から第三十四条の五まで及び第三十四条の八第一項の規定は前条 

 の認定について、第三十四条の六、第三十四条の七及び第三十四条の九から第三十四条の十三ま 

 での規定は前条の認定を受けた者（第百七十条の二において「認定高度保安実施特定ガス導管事 

 業者」という。）について、それぞれ準用する。この場合において、第三十四条の四第二項及び第 

 三十四条の七中「第八条第一項」とあるのは「第七十三条第一項」と、「ガス小売事業者」とある 
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 のは「特定ガス導管事業者」と、第三十四条の五第二項中「第三十四条の二」とあるのは「第八 

 十四条の二」と、第三十四条の八第一項中「認定高度保安実施ガス小売事業者」とあるのは「第 

 八十四条の三に規定する認定高度保安実施特定ガス導管事業者」と、同項第三号中「第二十一条 

 第二項」とあるのは「第八十四条第一項において準用する第六十一条第二項」と、第三十四条の 

 九中「第二十四条第一項及び第二項」とあるのは「第八十四条第一項において準用する第六十四 

 条第一項及び第二項」と、第三十四条の十中「第二十五条第一項」とあるのは「第八十四条第一 

 項において準用する第六十五条第一項」と、第三十四条の十一及び第三十四条の十二第一項中「第 

 三十二条第一項」とあるのは「第八十四条第一項において準用する第六十八条第一項」と、同項 

 中「第三十三条第一項」とあるのは「第八十四条第一項において準用する第六十九条第一項」と、 

 第三十四条の十三中「第三十四条」とあるのは「第八十四条第一項において準用する第七十一条」 

 と読み替えるものとする。 

 第四章第四節に次の一款を加える。 

     第四款 認定高度保安実施ガス製造事業者 

 （認定） 

第百四条の二 ガス製造事業者は、経済産業省令で定めるところにより、高度な保安を確保するこ 

 とができると認められる旨の経済産業大臣の認定を受けることができる。 

 （準用） 

第百四条の三 第三十四条の三から第三十四条の五まで及び第三十四条の八第一項の規定は前条の認定につ

いて、第三十四条の六、第三十四条の七及び第三十四条の九から第三十四条の十三まで の規定は前条の認

定を受けた者（第百七十条の二において「認定高度保安実施ガス製造事業者」という。）について、それぞれ

準用する。この場合において、第三十四条の四第二項及び第三十四条の七中「第八条第一項」とあるのは「第

八十七条第一項」と、「ガス小売事業者」とあるのは「ガス製造事業者」と、第三十四条の五第二項中「第三

十四条の二」とあるのは「第百四条の二」と、第三十四条の八第一項中「認定高度保安実施ガス小売事業者」

とあるのは「第百四条の三に規定する認定高度保安実施ガス製造事業者」と、同項第三号中「第二十一条第

二項」とあるのは「第九十六条第二項」と、第三十四条の九中「第二十四条第一項及び第二項」とあるのは

「第九十七条第一項及び第二項」と、第三十四条の十中「第二十五条第一項」とあるのは「第九十八条第一

項」と、第三十四条の十一及び第三十四条の十二第一項中「第三十二条第一項」とあるのは「第百一条第一

項」と、同項中「第三十三条第一項」とあるのは「第百二条第一項」と、第三十四条の十三中「第三十四条」

とあるのは「第百四条」と読み替えるものとする。 

 第百六十四条第一項中第六号を第七号とし、第五号を第六号とし、第四号の次に次の一号を加える。 

五 第三十四条の二、第七十一条の二、第八十四条の二若しくは第百四条の二の認定又はその更新を受けよ

うとする者 

第百六十五条第六号及び第七号中「又は」を「及び」に改める。 

第百七十条の次に次の一条を加える。 

（調査の要請） 

第百七十条の二 経済産業大臣は、認定高度保安実施ガス小売事業者、認定高度保安実施一般ガス導管事業者、

認定高度保安実施特定ガス導管事業者、認定高度保安実施ガス製造事業者その他の保安の確保上特に重要な

者として経済産業省令で定める者において保安に係るサイバーセキュリティ（サイバーセキュリティ基本法

（平成二十六年法律第百四号）第二条に規定するサイバーセキュリティをいう。）に関する重大な事態が生じ、

又は生じた疑いがある場合において、必要があると認めるときは、独立行政法人情報処理推進機構に対し、

その原因究明のための調査を要請することができる。 

第百七十三条第一項中「同条第五項」を「同条第六項」に改める。 

第百七十七条第一項第四号中「若しくは第五項、」の下に「第五十六条の二第三項若しくは第四項、」を加え

る。第百九十四条中「者」を「ときは、当該違反行為をした者」に改める。 

第百九十五条中「者は」を「場合には、当該違反行為をした者は」に改め、同条各号中「者」を「とき。」に

改める。 
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第百九十六条中「者は」を「場合には、当該違反行為をした者は」に改め、同条各号中「者」を「とき。」に

改める。 

第百九十九条中「者は」を「場合には、当該違反行為をした者は」に改め、同条第一号及び第二号中「者」

を「とき。」に改め、同条第三号中「選任しなかつた者」を「選任しなかつたとき。」に改め、同条第四号から

第六号までの規定中「者」を「とき。」に改める。 

第二百条中「者は」を「場合には、当該違反行為をした者は」に改め、同条各号中「者」を「とき。」に改め

る。 

第二百一条中「者は」を「場合には、当該違反行為をした者は」に改め、同条第一号中「第三十九条第四項」

を「第三十四条の六（第七十一条の三、第八十四条の三及び第百四条の三において準用する場合を含む。）、第

三十四条の十一（第七十一条の三、第八十四条の三及び第百四条の三において準用する場合を含む。）、第三十

九条第四項」に、「者」を「とき。」に改め、同条第二号から第四号までの規定中「者」を「とき。」に改め、同

条第五号中「第三十四条」の下に「、第三十四条の十二第二項（第七十一条の三、第八十四条の三及び第百四

条の三において準用する場合を含む。）」を加え、「者」を「とき。」に改め、同号の次に次の二号を加える。 

五の二 第三十四条の九（第七十一条の三、第八十四条の三及び第百四条の三において準用する場合を含む。）

の規定に違反して保安規程を保存せず、又は保安規程の提出を拒んだとき。 

五の三 第三十四条の十（第七十一条の三、第八十四条の三及び第百四条の三において準用する場合を含む。）

の規定に違反して記録を作成せず、虚偽の記録を作成し、又は記録を保存しなかつたとき。 

第二百一条第六号から第十三号までの規定中「者」を「とき。」に改める。 

（電気事業法の一部改正） 

第四条 電気事業法（昭和三十九年法律第百七十号）の一部を次のように改正する。 

目次中「第五款承継（第五十五条の二）」を「第五款 承継（第五十五条の二） 第六 款認定高度保安実施

設置者（第五十五条の三－第五十五条の十三）」に、「登録安全管理審査機関、」を「登録適合性確認機関、登録

安全管理審査機関、」に、「第一節 登録安全管理審査機関（第六十七条－第八十条）」を「第一節 登録適合性

確認 第二節 登録安全管理審機関（第六十七条－第八十条）査機関（第八十条の二－第八十条の六）」に、「第

二節 指定試験機関」を「第三節 指定試験機関」に、「第三節 登録調査機関」を「第四節 登録調査機関」

に改める。 

第三十八条第一項中「掲げる電気工作物」の下に「であって、構内（これに準ずる区域内を含む。以下同じ。）

に設置するもの」を加え、同項ただし書中「小出力発電設備」を「小規模発電設備（低圧）に、「電気の」を（電

圧をいう。第一号において同じ。）の電気に係る」に改め、「この項、第百六条第七項及び第百七条第五項にお

いて」及び「（これに準ずる区域内を含む。以下同じ。）」を削り、「場所であって、」を「場所として」に、「も

のに」を「場所に」に改め、同項第一号中「他の者から経済産業省令で定める電圧以下の電圧で受電し、その

受電の場所と同一の構内においてその受電に係る」及び「（これと同一の構内に、かっ、電気的に接続して設置

する小出力発電設備を含む。）」を削り、「その受電のための電線路」を「低圧受電電線路（当該電気工作物を設

置する場所と同一の構内において低圧の電気を他の者から受電し、又は他の者に受電させるための電線路をい

う。次号ロ及び第三項第一号ロにおいて同じ。）」に改め、同項第二号を次のように改める。 

二 小規模発電設備であって、次のいずれにも該当するもの 

  イ 出力が経済産業省令で定める出力未満のものであること。 

  ロ 低圧受電電線路以外の電線路によりその構内以外の場所にある電気工作物と電気的に接続 

   されていないものであること。 

 第三十八条第三項を同条第四項とし、同条第二項の次に次の一項を加える。 

３ この法律において「小規模事業用電気工作物」とは、事業用電気工作物のうち、次に掲げる電気工作物で

あって、構内に設置するものをいう。ただし、第一項ただし書に規定するものを除く。 

一 小規模発電設備であって、次のいずれにも該当するもの 

イ 出力が第一項第二号イの経済産業省令で定める出力以上のものであること。 

  ロ 低圧受電電線路以外の電線路によりその構内以外の場所にある電気工作物と電気的に接続されてい

ないものであること。 
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二 前号に掲げるものに準ずるものとして経済産業省令で定めるもの 

第四十二条第一項中「を設置する」を「（小規模事業用電気工作物を除く。以下この款において同じ。）を設

置する」に改め、「の自主検査」を削り、「事業者検査」を「自主検査」に改める。 

第四十三条第二項中「自家用電気工作物」 の下に「（小規模事業用電気工作物を除く。）」を加える。 

第四十六条を次のように改める。 

（小規模事業用電気工作物を設置する者の届出） 

第四十六条 小規模事業用電気工作物を設置する者は、当該小規模事業用電気工作物の使用の開始前に、経済

産業省令で定めるところにより、氏名又は名称及び住所その他経済産業省令で定める事項を記載した書類を

添えて、その旨を経済産業大臣に届け出なければならない。ただし、経済産業省令で定める場合は、この限

りでない。 

２ 前項の規定による届出をした者は、次の各号のいずれかに該当するときは、経済産業省令で定めるところ

により、遅滞なく、その旨を経済産業大臣に届け出なければならない。 

一 前項の事項を変更したとき。 

二 前項の規定による届出に係る小規模事業用電気工作物が小規模事業用電気工作物でなくなったとき。 

三 その他経済産業省令で定める場合に該当するとき。 

第四十八条の次に次の一条を加える。 

（技術基準の適合性確認） 

第四十八条の二 事業用電気工作物であって荷重及び外力に対して安全な構造が特に必要なものとして経済

産業省令で定めるもの（以下「特殊電気工作物」という。）について、前条第一項の規定による届出をする者

は、当該特殊電気工作物が第三十九条第一項の主務省令で定める技術基準に適合するものであることについ

て、経済産業大臣の登録を受けた者の確認（以下「適合性確認」という。）を受けなければならない。 

２ 前項の登録を受けた者は、特殊電気工作物について適合性確認を行い、当該特殊電気工作物が第三十九条

第一項の主務省令で定める技術基準に適合しているときは、その旨を記載した証明書を交付することができ

る。 

第四十九条第一項及び第二項第一号中「前条第一項」を「第四十八条第一項」に改める。 

第五十一条第二項中「の検査」を「の自主検査」に改め、同条第三項中「に、」を「に、事業用電気工作物（」

に、「事業用電気工作物以外の事業用電気工作物」を「ものを除く。）」に改める。 

第五十一条の二第三項中「その結果」を「当該確認の結果（当該事業用電気工作物が小規模事業用電気工作

物である場合であって、その設置者が当該確認を委託して行った場合にあっては、その委託先の氏名又は名称

及び住所その他経済産業省令で定める事項を含む。）」に改める。 

第五十二条の見出しを「（溶接自主検査）」に改め、同条第一項中「事業者検査」を「自主検査」に改め、同

条第二項中「検査」を「自主検査」に改める。 

第五十三条ただし書中「同条第四項」を「第四十六条第一項、第四十七条第四項」に改める。 

第五十五条第一項中「の各号」を削り、「事業者検査」を「自主検査」に改め、同条第二項中「検査（以下「定

期事業者検査」を「自主検査（以下「定期自主検査」に改め、同条第三項中「定期事業者検査」を「定期自主

検査」に改め、同条第四項中「定期事業者検査」を「定期自主検査」に、「に、」を「に、特定電気工作物（」

に、「特定電気工作物以外の特定電気工作物」を（ものを除く。）」に改め、同条第五項中「定期事業者検査」を

「定期自主検査」に改め、同条第六項中「特定電気工作物」の下に「」と、「使用前自主検査」とあるのは「定

期自主検査」を加える。 

第三章第二節に次の一款を加える。 

    第六款 認定高度保安実施設置者 

（認定） 

第五十五条の三 事業用電気工作物（原子力を原動力とする発電用のものを除き、経済産業省令で定めるもの

に限る。以下この款において同じ。）を設置する者は、経済産業省令で定めるところにより、保安を一体的に

確保することが必要な事業用電気工作物の組織ごとに、高度な保安を確保することができると認められる旨

の経済産業大臣の認定（以下この款において単に「認定」という。）を受けることができる。 
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（認定の基準） 

第五十五条の四 経済産業大臣は、認定の申請が次の各号のいずれにも該当すると認めるときでなければ、そ

の認定をしてはならない。 

一 保安の確保のための組織がその業務遂行能力を持続的に向上させる仕組みを有することその他の経済産

業省令で定める基準に適合するものであること。 

二 保安の確保の方法が高度な情報通信技術を用いたものであることその他の経済産業省令で定める基準に

適合するものであること。 

（欠格条項） 

第五十五条の五 次の各号のいずれかに該当する者は、認定を受けることができない。  

一 認定の申請に係る組織において事業用電気工作物の使用を開始した日から二年を経過しない者  

二 認定の申請に係る組織の使用する事業用電気工作物に関して、その責めに帰すべき事由により、電気そ

の他による災害を発生させた日から二年を経過しない者  

三 この法律又はこの法律に基づく命令の規定に違反し、罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又

は執行を受けることがなくなった日から二年を経過しない者  

四 第五十五条の九の規定により認定を取り消され、その取消しの日から二年を経過しない者  

五 法人であって、その業務を行う役員のうちに前二号のいずれかに該当する者があるもの 

２ 第五十五条の二第一項の規定による事業用電気工作物を設置する者の地位の承継があった場合において、

当該事業用電気工作物を設置する者が事業用電気工作物の使用を開始した日から二年を経過したときは、前

項第一号の規定は、適用しない。ただし、当該承継が分割による承継であって、認定に係る事業の全部を承

継するものでない場合は、この限りでない。  

 （認定の更新） 

第五十五条の六 認定は、五年以上十年以内において政令で定める期間ごとにその更新を受けなければ、その

期間の経過によって、その効力を失う。 

２ 第五十五条の三及び第五十五条の四の規定は、前項の認定の更新に準用する。   

（変更の届出） 

第五十五条の七 認定を受けた者（以下「認定高度保安実施設置者」という。）は、保安の確保のための組織

又は保安の確保の方法に変更があったときは、遅滞なく、その旨を経済産業大臣に届け 出なければならな

い。   

（承継） 

第五十五条の八 第五十五条の二第一項の規定により事業用電気工作物を設置する者（認定高度保安実施設置

者に限る。）の地位を承継した者は、認定高度保安実施設置者でないとき、又は認定高度保安実施設置者であ

る場合において次の各号のいずれかに該当するときは、同項の規定にかかわらず、認定高度保安実施設置者

の地位を承継しない。  

一 その行う承継が分割による承継であって、認定に係る事業の全部を承継するものでないとき。  

二 その認定に係る組織の使用する事業用電気工作物に関して、その責めに帰すべき事由により、電気その

他による災害を発生させた日から二年を経過しないとき。 

三 第五十五条の五第一項第三号から第五号までのいずれかに該当するとき。   

（認定の取消し） 

第五十五条の九 経済産業大臣は、認定高度保安実施設置者が次の各号のいずれかに該当するときは、認定を

取り消すことができる。  

一 認定に係る組織の使用する事業用電気工作物に関して、その責めに帰すべき事由により、電気その他に

よる災害を発生させたとき。  

二 認定に係る組織の使用する事業用電気工作物に関して、その責めに帰すべき事由により、電気その他に

よる災害の発生のおそれのある事故を発生させたとき。  

三 第四十条の規定により電気工作物の使用の一時停止の命令又は使用の制限の処分を受けたとき。 

 四 第五十五条の四各号のいずれかに該当していないと認められるとき。  
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五 第五十五条の五第一項第三号又は第五号に該当するに至ったとき。  

六 不正の手段により認定又はその更新を受けたとき。   

（保安規程に係る特例） 

第五十五条の十 認定高度保安実施設置者は、保安規程を定め、又は変更したときは、第四十二条第一項及び

第二項の規定にかかわらず、これらの規定による届出を要しない。この場合においては、経済産業省令で定

めるところにより、当該保安規程を保存し、経済産業大臣から提出を求められたときは、速やかにこれを提

出しなければならない。   

（主任技術者に係る特例） 

第五十五条の十一 認定高度保安実施設置者は、第四十三条第一項の規定による主任技術者の選任又はその解

任については、同条第三項の規定にかかわらず、同項の規定による届出を要しない。この場合においては、

経済産業省令で定めるところにより、当該選任又は解任に係る記録を作成し、これを保存しなければならな

い。       

（使用前安全管理検査の特例） 

第五十五条の十二 第五十一条第三項から第七項までの規定は、認定高度保安実施設置者については、適用し

ない。   

（定期安全管理検査の特例） 

第五十五条の十三 認定高度保安実施設置者であって、第五十五条第一項第一号又は第二号に掲げる電気工作

物を設置するものは、同項の自主検査については、同項の規定にかかわらず、これを定期に行うことを要し

ない。この場合においては、経済産業省令で定めるところにより、これを行わなければならない。 

２ 第五十五条第四項から第六項までの規定は、認定高度保安実施設置者については、適用しない。  

第六章の章名中「登録安全管理審査機関」を「登録適合性確認機関、登録安全管理審査機関」に改める。  

第六章第一節の節名を次のように改める。     

第一節 登録適合性確認機関  

第六十七条を次のように改める。  

（登録） 

第六十七条 第四十八条の二第一項の登録（以下この節において単に「登録」という。）は、経済産 業省令

で定めるところにより、適合性確認を行おうとする者の申請により行う。  

第六十八条中「第五十一条第三項又は第五十五条第四項の」を削る。  

第六十九条第一項中「その登録」を「登録」に改め、同項第二号中「第五十一条第三項又は第五十五条第四

項の規定により安全管理審査を受けなければならないこととされる電気工作物」を「特殊電気工作物」に、「に

おいて「審査対象電気工作物設置者」を「及び第七十五条第二項において「特殊電気工作物設置者」に改め、

同号イから八までの規定中「審査対象電気工作物設置者」を「特殊電気工作物設置者」に改め、同号を同項第

三号とし、同項第一号中「安全管理審査を」を「適合性確認を」に改め、「審査の区分ごとに」を削り、同号イ

及びロ中「経営工学」を「建築学」に、「安全管理審査」を「適合性確認」に改め、同号八中「安全管理審査」

を「適合性確認」に改め、同号を同項第二号とし、同号の前に次の一号を加える。 

一 特殊電気工作物の性能を総合的に評価する手法を用いて適合性確認を行うものであること。  

第六十九条第二項中「第五十一条第三項又は第五十五条第四項の」を削り、「安全管理審査機関登録簿」を「適

合性確認機関登録簿」に改め、同項第三号を削り、同項第四号中「安全管理審査」を 「適合性確認」に改め、

同号を同項第三号とし、同項に次の一号を加える。  

四 前三号に掲げるもののほか、経済産業省令で定める事項  

第七十条第一項中「第五十一条第三項又は第五十五条第四項の」を削る。 

第七十一条の見出しを「（適合性確認の義務）」に改め、同条第一項中「第五十一条第三項又は第五十五条 第

四項の」を削り、「登録安全管理審査機関」を「登録適合性確認機関」に、「安全管理審査を」を「適合性確認

を」に改め、同条第二項中「登録安全管理審査機関」を「登録適合性確認機関」に、 「安全管理審査を」を

「適合性確認を」に改め、同条第三項中「登録安全管理審査機関」を「登録適合性確認機関」に、「安全管理審

査を」を「適合性確認を」に、「第六十九条第一項第一号」を「第六十九条第一項第二号」に改める。 
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第七十二条中「登録安全管理審査機関は、その名称又は安全管理審査を行う事業所の所在地」を 「登録適

合性確認機関は、第六十九条第二項第二号から第四号までに掲げる事項」に改める。 

第七十三条第一項中「登録安全管理審査機関」を「登録適合性確認機関」に、「安全管理審査の」を「適合性

確認の」に改め、同条第二項中「安全管理審査」を「適合性確認」に改め、同条に次の一項を加える。 

３ 経済産業大臣は、第一項の規定による届出のあった業務規程が適合性確認の適正かっ確実な実施上不適当

となったと認めるときは、その業務規程を変更すべきことを命ずることができる。第七十四条中「登録安全

管理審査機関は、安全管理審査」を「登録適合性確認機関は、適合性確認」に改める。 

第七十五条第一項中「登録安全管理審査機関」を「登録適合性確認機関」に改め、同条第二項中 「使用前

自主検査又は定期事業者検査を行う電気工作物を設置する者」を「特殊電気工作物設置者」に、「登録安全管理

審査機関」を「登録適合性確認機関」に改める。 

第七十六条中「登録安全管理審査機関」を「登録適合性確認機関」に改める。 

第七十七条中「登録安全管理審査機関」を「登録適合性確認機関」に、「安全管理審査を」を「適合性確認を」

に、「安全管理審査の」を「適合性確認の」に改める。 

第七十八条中「登録安全管理審査機関」を「登録適合性確認機関」に改め、「第五十一条第三項若しくは第五

十五条第四項の」を削り、「安全管理審査の」を「適合性確認の」に改め、同条第一号中 「第五十一条第五項

（第五十五条第六項において準用する場合を含む。）、」を削り、同条第四号中「前二条」を「第七十三条第三項

又は前二条」に改め、同条第五号中「第五十一条第三項又は第五十五条第四項の」を削る。 

第七十九条第一項中「登録安全管理審査機関」を「登録適合性確認機関」に、「安全管理審査の」を「適合性

確認の」に改める。 

第八十条の見出し中「安全管理審査業務」を「適合性確認業務」に改め、同条第一項中「第五十一条第三項

又は第五十五条第四項の」を削り、「安全管理審査の」を「適合性確認の」に改め、「第十一条第三項若しくは

第五十五条第四項の」を削り、「登録安全管理審査機関」を「登録適合性確認機関」に改め、同条第二項中「安

全管理審査」を「適合性確認」に改める。 

第八十九条中「登録」 の下に「（以下この節において単に「登録」という。）」を加える。 

第九十条第一項中「すべて」を「全て」に改め、「その」を削り、同条第二項中「第五十七条の二第一項の」

を削る。 

第九十五条中「第五十七条の二第一項の」を削る。 

第九十六条中「第九十五条」 の下に「」と、第七十条第二項中「前三条の規定」とあるのは「第八十九条

及び第九十条の規定並びに第九十六条において準用する第六十八条の規定」を加え、「使用前自主検査又は定期

事業者検査を行う電気工作物を設置する者」を「特殊電気工作物設置者」に、「読み替える」を「、第七十九条

第一項中「適合性確認の業務」とあるのは「調査業務」と読み替える」に改める。 

第六章中第三節を第四節とし、第二節を第三節とし、第一節の次に次の一節を加える。 

     第二節 登録安全管理審査機関 

  （登録） 

第八十条の二 第五十一条第三項又は第五十五条第四項の登録（以下この節において単に「登録」という。）

は、経済産業省令で定めるところにより、次に掲げる審査の区分（次条において単に「審査の区分」という。）

ごとに、これらの審査（以下「安全管理審査」と総称する。）を行おうとする者の申請により行う。 

 一 第五十一条第三項の審査 

 二 第五十五条第四項の審査 

  （登録の基準） 

第八十条の三 経済産業大臣は、前条の規定により登録を申請した者（以下この項において「登録申請者」と

いう。）が次に掲げる要件の全てに適合しているときは、登録をしなければならない。この場合において、登

録に関して必要な手続は、経済産業省令で定める。 

 一 次のいずれかに該当する者が安全管理審査を実施し、その人数が審査の区分ごとに二名以上であること。 

イ 学校教育法に基づく大学（短期大学を除く。）又は旧大学令に基づく大学において電気工学、土木工学、

機械工学若しくは経営工学の課程又はこれらに相当する課程を修めて卒業した者であって、電気工作物
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の工事、維持若しくは運用に関する実務又は安全管理審査に関する実務に通算して二年以上従事した経

験を有するもの 

ロ 学校教育法に棊づく短期大学（同法に基づく専門職大学の前期課程を含む。）若しくは高等専門学校又

は旧専門学校令に基づく専門学校において電気工学、土木工学、機械工学若しくは経営工学の課程又は

これらに相当する課程を修めて卒業した者（同法に基づく専門職大学の前期課程にあっては、修了した

者）であって、電気工作物の工事、維持若しくは運用に関する実務又は安全管理審査に関する実務に通

算して四年以上従事した経験を有するもの 

ハ 電気工作物の工事、維持若しくは運用に関する実務又は安全管理審査に関する実務に通算して六年以

上従事した経験を有する者  

二 登録申請者が、第五十一条第三項又は第五十五条第四項の規定により安全管理審査を受けなければなら

ないこととされる電気工作物を設置する者（以下この号において「審査対象電気工作物設置者」という。）

に支配されているものとして次のいずれかに該当するものでないこと。 

イ 登録申請者が株式会社である場合にあっては、審査対象電気工作物設置者がその親法人（会社法第八

百七十九条第一項に規定する親法人をいう。）であること。 

ロ 登録申請者の役員（持分会社（会社法第五百七十五条第一項に規定する持分会社をいう。）にあっては、

業務を執行する社員）に占める審査対象電気工作物設置者の役員又は職員（過去二年間に当該審査対象

電気工作物設置者の役員又は職員であった者を含む。）の割合が二分の一を超えていること。 

ハ 登録申請者（法人にあっては、その代表権を有する役員）が、審査対象電気工作物設置者の役員又は

職員（過去二年間に当該審査対象電気工作物設置者の役員又は職員であった者を含む。）であること。 

２ 登録は、安全管理審査機関登録簿に次に掲げる事項を記載してするものとする。 

一 登録年月日及び登録番号 

二 登録を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

   三 審査の区分 

四 登録を受けた者が安全管理審査を行う事業所の所在地 

（業務規程） 

第八十条の四 登録を受けた者（以下「登録安全管理審査機関」という。）は、安全管理審査の業務に関する

規程（以下この節において「業務規程」という。）を定め、安全管理審査の業務の開始前に、経済産業大臣に

届け出なければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。 

２ 業務規程には、安全管理審査の実施方法、安全管理審査に関する料金の算定方法その他の経済産業省令で

定める事項を定めておかなければならない。 

  （登録の取消し等） 

第八十条の五 経済産業大臣は、登録安全管理審査機関が次の各号のいずれかに該当するときは、登録を取り

消し、又は期間を定めて安全管理審査の業務の全部若しくは一部の停止を命ずることができる。 

一 第五十一条第五項（第五十五条第六項において準用する場合を含む。）若しくは前条第一項の規定又は次条

において準用する第七十一条、第七十二条、第七十四条、第七十五条第一項若しくは第七十九条の規定に違

反したとき。 

 二 次条において準用する第六十八条第一号又は第三号に該当するに至ったとき。 

 三 正当な理由がないのに次条において準用する第七十五条第二項各号の規定による請求を拒ん 

  だとき。 

 四 次条において準用する第七十六条又は第七十七条の規定による命令に違反したとき。 

 五 不正の手段により登録を受けたとき。 

  （準用） 

第八十条の六 第六十八条、第七十条から第七十二条まで、第七十四条から第七十七条まで、第七十九条及び

第八十条の規定は、登録安全管理審査機関に準用する。この場合において、第六十八条第二号及び第八十条

第一項中「第七十八条」とあるのは「第八十条の五」と、第七十条第二項中「前三条の規定」とあるのは「第

八十条の二及び第八十条の三の規定並びに第八十条の六において準用する第六十八条の規定」と、第七十一
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条の見出し及び第八十条第二項中「適合性確認」とあるのは「安全管理審査」と、第七十一条及び第七十七

条中「適合性確認を」とあるのは「安全管理審査を」と、第七十一条第三項中「第六十九条第一項第二号」

とあるのは「第八十条の三第一項第一号」と、第七十二条中「第六十九条第二項第二号から第四号までに掲

げる事項」とあるのは「その名称又は安全管理審査を行う事業所の所在地」と、第七十四条、第七十七条、

第七十九条第一項及び第八十条第一項中「適合性確認の」とあるのは「安全管理審査の」と、第七十五条第

二項中「特殊電気工作物設置者」とあるのは「使用前自主検査又は定期自主検査を行う電気工作物を設置す

る者」と、第七十六条中「第六十九条第一項各号」とあるのは「第八十条の三第一項各号」と、第八十条の

見出し中「適合性確認業務」とあるのは「安全管理審査業務」と読み替えるものとする。  

第百五条の次に次の一条を加える。 

 （調査の要請） 

第百五条の二 経済産業大臣は、認定高度保安実施設置者その他の保安の確保上特に重要な者として経済産業

省令で定める者において保安に係るサイバーセキュリティ（サイバーセキュリティ基本法（平成二十六年法

律第百四号）第二条に規定するサイバーセキュリティをいう。）に関する重大な事態が生じ、又は生じた疑い

がある場合において、必要があると認めるときは、独立行政法人情報処理推進機構に対し、その原因究明の

ための調査を要請することができる。第百六条第七項中「小出力発電設備」を「小規模発電設備であるもの」

に改め、同条第十一項中「おいて、」の下に「登録適合性確認機関又は」を加える。 

第百七条第五項中「小出力発電設備」を「小規模発電設備」に改め、同条第八項中「職員に」の下に「、登

録適合性確認機関」を加える。 

第百八条第二項中「第七十八条」の下に「、第八十条の五」を加える。 

第百十二条第一項第五号中「第八十条第一項」を「第八十条の六において読み替えて準用する第八十条第項」

に改め、同号を同項第六号とし、同項第四号の次に次の二号を加える。 

四の二 第五十五条の三の認定又はその更新を受けようとする者 

五 第八十条第一項の規定により経済産業大臣の行う適合性確認を受けようとする者 

第百十二条の二第三号中「第五十一条第三項」を「第四十八条の二第一項、第五十一条第三項」に改め、同

条第四号中「第七十二条」及び「第七十四条」の下に「（第八十条の六において準用する場合を含む。）」を加え、

同条第五号及び第六号中「安全管理審査」を「適合性確認」に改め、同条中第十一号を第十三号とし、第七号

から第十号までを二号ずつ繰り下げ、第六号の次に次の二号を加える。 

七 第八十条の五の規定により登録を取り消し、又は安全管理審査の業務の全部若しくは一部の停止を命じ

たとき。 

八 第八十条の六において読み替えて準用する第八十条第一項の規定により経済産業大臣が安全管理審査の

業務の全部若しくは一部を自ら行うものとするとき、又は自ら行っていた安全管理審査の業務の全部若し

くは一部を行わないこととするとき。 

第百十七条の二第十三号中「の規定による」を「又は第八十条の五の規定による適合性確認又は」に改める。 

第百二十条第一号中「第四十三条第三項」の下に「、第四十六条第一項若しくは第二項」を、「第五十一条の

二第三項」の下に「、第五十五条の七」を、「第七十四条」の下に「（第八十条の六において準用する場合を含

む。）」を加え、同条第五号中「の規定」を「若しくは第五十五条の十一の規定」に改め、同条第八号の次に次

の一号を加える。 

八の二 第五十五条の十の規定に違反して保安規程を保存せず、又は保安規程の提出を拒んだとき。 

第百二十条第十一号中「、第七十九条第一項又は第九十六条において準用する第七十九条第一項」を「又は

第七十九条第一項（第八十条の六及び第九十六条において準用する場合を含む。）」に改め、同条第十二号中「、

第七十九条第二項又は第九十六条において準用する第七十九条第二項」を「又は第七十九条第二項（第八十条

の六及び第九十六条において準用する場合を含む。）」に改める。第百二十六条中「第九十六条」を「第八十条

の六及び第九十六条」に改める。 

（情報処理の促進に関する法律の一部改正） 

第五条 情報処理の促進に関する法律（昭和四十五年法律第九十号）の一部を次のように改正する。 

第五十一条第一項中第十四号を第十七号とし、第十一号から第十三号までを三号ずつ繰り下げ、第十号を第
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十二号とし、同号の次に次の一号を加える。 

十三電気事業法（昭和三十九年法律第百七十号）第百五条の二に規定する調査を行うこと。 

第五十一条第一項第九号の次に次の二号を加える。 

十高圧ガス保安法（昭和二十六年法律第二百四号）第六十条の二に規定する調査を行うこと。 

十一ガス事業法（昭和二十九年法律第五十一号）第百七十条の二に規定する調査を行うこと。 

附 則 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一年六月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。

ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 附則第十九条の規定公布の日 

二 第三条中ガス事業法第五十六条の次に一条を加える改正規定及び同法第百七十七条第一項第四号の改正規

定公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日 

三 第四条の規定（電気事業法目次の改正規定 （ 「第五款 承継（第五十五条の二） 」 を「第五款 承継

（第五十五条の二） 第六款 認定高度保安実施設置者（第五十五条の三－第五十五条の十三） 」に改める

部分に限る。 ）、同法第三章第二節に一款を加える改正規定、同法第百五条の次に一条を加える改正規定、

同法第百十二条第一項第五号を同項第六号とし、同項第四号の次に二号を加える改正規定（同項第四号の二

に係る部分に限る。）、同法第百二十条第一号の改正規定（「第五十一条の二第三項」の下に「、第五十五条の

七」を加える部分に限る。）、同条第五号の改正規定及び同条第八号の次に一号を加える改正規定を除く。）並

びに附則第四条、第五条、第八条から第十条まで、第十五条及び第十八条の規定公布の日から起算して九月

を超えない範囲内において政令で定める日 

四 第二条の規定並びに次条並びに附則第三条、第十二条及び第十三条の規定、附則第十四条中液化石油ガス

の保安の確保及び取引の適正化に関する法律（昭和四十二年法律第百四十九号）第三十七条の六第一項ただ

し書の改正規定並びに附則第十七条の規定この法律の施行の日から起算して三年を経過した日 

（高圧ガス保安法の一部改正に伴う経過措置） 

第二条 前条第四号に掲げる規定の施行の日（以下「第四号施行日」という。）前にされた第二条の規定による

改正前の高圧ガス保安法（以下「旧高圧ガス保安法」という。）第三十九条の二第一項の認定の申請又は旧高

圧ガス保安法第三十九条の八第一項の認定の更新の申請であって、同号に掲げる規定の施行の際、認定又は認

定の更新をするかどうかの処分がされていないものについてのこれらの処分については、なお従前の例による。 

２ 第四号施行日において現に旧高圧ガス保安法第二十条第三項第二号の認定又は旧高圧ガス保安法第三十九

条の八第一項の認定の更新を受けている同号に規定する認定完成検査実施者（第四号施行日以後に前項の規定

に基づきなお従前の例によることとされる同号の認定又は同条第一項の認定の更新を受ける者を含む。）に関

する認定の有効期間、変更の届出、認定を受けた者の義務、検査の記録の届出、認定の取消し及び認定の失効

については、第四号施行日から起算して三年六月を経過する日までの間は、なお従前の例による。 

第三条 第四号施行日前にされた旧高圧ガス保安法第三十九条の四第一項の認定の申請又は旧高圧ガス保安法

第三十九条の八第一項の認定の更新の申請であって、附則第一条第四号に掲げる規定の施行の際、認定又は認

定の更新をするかどうかの処分がされていないものについてのこれらの処分については、なお従前の例による。 

２ 第四号施行日において現に旧高圧ガス保安法第三十五条第一項第二号の認定又は旧高圧ガス保安法第三十

九条の八第一項の認定の更新を受けている同号に規定する認定保安検査実施者（第四号施行日以後に前項の規

定に基づきなお従前の例によることとされる同号の認定又は同条第一項の認定の更新を受ける者を含む。）に

関する認定の有効期間、変更の届出、認定を受けた者の義務、検査の記録の届出、認定の取消し及び認定の失

効については、第四号施行日から起算して三年六月を経過する日までの間は、なお従前の例による。 

（電気事業法の一部改正に伴う経過措置） 

第四条 附則第一条第三号に掲げる規定の施行の日（以下「第三号施行日」という。）において現に小規模事業

用電気工作物（第四条の規定による改正後の電気事業法（以下この条及び次条において「新電気事業法」とい

う。）第三十八条第三項に規定する小規模事業用電気工作物をいう。第五項において同じ。）であって経済産業

省令で定めるものを設置し、その使用を開始している者は、経済産業省令で定めるところにより、第三号施行
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日から起算して六月を経過する日までに、新電気事業法第四十六条第一項に規定する事項を記載した書類を添

えて、その旨を経済産業大臣に届け出なければならない。 

２ 前項の規定によりされた届出は、新電気事業法第四十六条第一項の規定によりされた届出とみなす。 

３ 第一項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者は、三十万円以下の罰金に処する。 

４ 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者がその法人又は人の業務に関し、前項の

違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は大に対して同項の刑を科する。 

５ 第三号施行日において現に小規模事業用電気工作物（第一項の経済産業省令で定めるものを除く。）を設置し、

その使用を開始している者については、新電気事業法第四十六条第一項の届出をしたものとみなして、同条第

二項の規定を適用する。 

第五条 第三号施行日前に第四条の規定による改正前の電気事業法第四十八条第一項の規定により届出がされ

た工事の計画については、新電気事業法第四十八条の二の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

（罰則に関する経過措置） 

第六条 この法律（附則第一条第四号に掲げる規定にあっては、当該規定。以下この条において同じ。）の施行

前にした行為及びこの附則の規定によりなお従前の例によることとされる場合におけるこの法律の施行後に

した行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

（検討） 

第七条 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律による改正後の規定の施行の状況に

ついて検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 

（電気工事士法の一部改正） 

第八条 電気工事士法（昭和三十五年法律第百三十九号）の一部を次のように改正する。第二条第一項中「一般

用電気工作物」とは、」を「一般用電気工作物等」とは、一般用電気工作物（」に改め、「いう」の下に「。以

下同じ。）及び小規模事業用電気工作物（同条第三項に規定する小規模事業用電気工作物をいう。以下同じ。）

をいう」を加え、同条第二項中「第三十八条第三項」を「第三十八条第四項」に、「発電所、」を「小規模事業

用電気工作物及び発電所、」に改め、同条第三項中「一般用電気工作物」を「一般用電気工作物等」に改める。 

第三条第二項中「一般用電気工作物」を「一般用電気工作物等」に改め、「。以下同じ」を削る。 

第五条第一項中「一般用電気工作物に係る電気工事の作業」の下に「（第三条第二項の経済産業省令で定める

作業を除く。）」を、「に、」の下に「小規模事業用電気工作物に係る電気工事の作業（第三条第二項の経済産業

省令で定める作業を除く。）又は」を加える。 

第六条第二項中「一般用電気工作物」を「一般用電気工作物等」に改める。 

（電気用品安全法の一部改正） 

第九条 電気用品安全法（昭和三十六年法律第二百三十四号）の一部を次のように改正する。第二条第一項第言

万中「一般用電気工作物（」を「一般用電気工作物等（」に、「をいう」を「及び同条第三項に規定する小規

模事業用電気工作物をいう」に改める。第二十八条第一項中「第三十八条第三項」を「第三十八条第四項」に

改める。 

（登録免許税法の一部改正） 

第十条 登録免許税法（昭和四十二年法律第三十五号）の一部を次のように改正する。別表第一第百四号中「電

気工作物に係る」の下に「登録適合性確認機関、」を加え、同号(十二)を同号(十三)とし、同号(十一)を同号(十

二)とし、同号(十)の次に次のように加える。 

(十一) 電気事業法第四十八条の二第一項（登録適合性確認機関の登録）

の登録（更新の登録を除く。） 

登録件数 一件につき九万円 

第十一条 登録免許税法の一部を次のように改正する。 

  別表第一第百一号申「許可、」を「許可、認定高度保安実施ガス小売事業者の認定、」に、「変更の許可又は」

を「変更の許可、認定高度保安実施一般ガス導管事業者、認定高度保安実施特定ガス導管事業者若しくは認定

高度保安実施ガス製造事業者の認定又は」に改め、同号(六)中「(六)に」を「(十)に」に改め、同号(六)を同

号(十)とし、同号(五)を同号(九)とし、同号(四)を同号(五)とし、同号(五)の次に次のように加える。 

(六) ガス事業法第七十一条の二（認定）の認定高度保安実施一般ガス導 認定件数 一件につき九万円 
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管事業者の認定（更新の認定を除く。） 

(七) ガス事業法第八十四条の二（認定）の認定高度保安実施特定ガス導

管事業者の認定（更新の認定を除く。） 

(八) ガス事業法第百四条の二（認定）の認定高度保安実施ガス製造事業

者の認定（更新の認定を除く。） 

 

認定件数 

 

認定件数 

 

一件につき九万円 

 

一件につき九万円 

別表第一第百一号(三)の次に次のように加える 

(四) ガス事業法第三十四条の二（認定）の認定高度保安実施ガス小売事

業者の認定（更新の認定を除く。） 

認定件数 一件につき九万円 

  別表第一第百二号中「若しくは認定保安検査実施者」を「、認定保安検査実施者若しくは認定高度保安実施

者」に改め、同号(七)を同号(八)とし、同号(三)から(六)までを同号(四)から(七)までとし、同号(二)の次に

次のように加える。 

(三) 高圧ガス保安法第三十九条の十三（認定）の認定高度保安実施者

の認定（更新の認定を除く。） 

認定件数 一件につき九万円 

別表第一第百四号中「特定供給の許可」の下に「、認定高度保安実施設置者の認定」を加え、同号(十三)を

同号(十四)とし、同号(十)から(十二)までを同号(十一)から(十三)までとし、同号(九)の次に次のように加え

る。 

(十) 電気事業法第五十五条の三（認定）の認定高度保安実施設置者の認

定（更新の認定を除く。）  

認定件数 一件につき九万円 

第十二条 登録免許税法の一部を次のように改正する。 

別表第一第百二号中「認定完成検査実施者、認定保安検査実施者若しくは」を削り、同号(一)及び(二)を削

り、同号(三)中「第三十九条の十三」を「（昭和二十六年法律第二百四号）第三十九条の二」に改め、同号(三)

を同号(一)とし、同号(三)を同号(二)とし、同号(五)から(八)までを同号(三)から(六)までとする。 

（登録免許税法の一部改正に伴う経過措置） 

第十三条 附則第二条第一項又は第三条第一項の規定によりなお従前の例によることとされる認定に係る登録

免許税については、なお従前の例による。 

（液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律の一部改正） 

第十四条 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律の一部を次のように改正する。 

第三十七条の六第一項ただし書中「第三十五条第一項第一号」を「第三十五条第一項ただし書」に改める。 

第九十四条中「第三条第一項第八号」を「第三条第一項第九号」に改める。 

（電気工事業の業務の適正化に関する法律の一部改正） 

第十五条 電気工事業の業務の適正化に関する法律（昭和四十五年法律第九十六号）の一部を次のように改正す

る。 

第一条、第二条第五項及び第十九条第一項中「一般用電気工作物」を「一般用電気工作物等」に改める。 

（石油コンビナート等災害防止法の一部改正） 

第十六条 石油コンビナート等災害防止法（昭和五十年法律第八十四号）の一部を次のように改正する。 

  第九条第三項中「第三項」 の下に「並びに第三十九条の二十二第一項」を加える。 

第十七条 石油コンビナート等災害防止法の一部を次のように改正する。 

  第九条第三項中「第三十九条の二十二第一項」を「第三十九条の十一第一項」に改める。 

（安定的なエネルギー需給構造の確立を図るためのエネルギーの使用の合理化等に関する法律等の一部を改正

する法律の一部改正） 

第十八条 安定的なエネルギー需給構造の確立を図るためのエネルギーの使用の合理化等に関する法律等の一

部を改正する法律（令和四年法律第四十六号）の一部を次のように改正する。 

  第六条のうち電気事業法第三十八条第三項第五号の改正規定中「第三十八条第三項第五号」を「第三十八条

第四項第五号」に改める。 

  附則第十一条中「第三十八条第三項」を「第三十八条第四項」に改める。 

 （政令への委任） 
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第十九条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置（罰則に関する経過措置を含

む。）は、政令で定める。 

                                  総務大臣  金子 恭之   

                                  財務大臣  鈴木 俊一   

                                経済産業大臣  萩生田光一   

                                  環境大臣  山口  壯   

                                内閣総理大臣  岸田 文雄   

---------- 

◇一般高圧ガス保安規則及びコンビナート等保安規則の一部を改正する省令（経済産業省令第 54号） 

   [官報] 令和4年6月22日 号外 第133号 48～51頁 

   https://kanpou.npb.go.jp/20220622/20220622g00133/20220622g001330048f.html 

〇経済産業省令第 54号 

高圧ガス保安法（昭和二十六年法律第二百四号）に基づき、一般高圧ガス保安規則及びコンビナート等保安規

則の一部を改正する省令を次のように定める。 

令和 4年 6月 22日                        経済産業大臣  萩生田光一 

一般高圧ガス保安規則及びコンビナート等保安規則の一部を改正する省令 

（一般高圧ガス保安規則の一部改正） 

第一条 一般高圧ガス保安規則（昭和四十一年通商産業省令第五十三号）の一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分は、これに順次対応する改正後欄に掲げる規定の

傍線を付した部分のように改める。 

改 正 後 改 正 前 

 （定置式製造設備に係る技術上の基準） 

第六条 [略] 

２ 製造設備が定置式製造設備（コールド・エバポレ

ータ、圧縮天然ガススタンド、液化天然ガススタン

ド及び圧縮水素スタンドを除く。）である製造施設

における法第八条第二号の経済産業省令で定める

技術上の基準は、次の各号に掲げるものとする。た

だし、経済産業大臣がこれと同等の安全性を有する

ものと認めた措置を講じている場合は、この限りで

ない。 

 一 [略] 

 二 高圧ガスの製造は、その充塡において、次に掲

げる基準によることにより保安上支障のない状

態で行うこと。 

  イ～ヌ [略] 

ル 国際相互承認に係る容器保安規則（平成二十

八年経済産業省令第八十二号）第二条第一号に

規定する国際相互承認圧縮水素自動車燃料装

置用容器（以下単に「国際相互承認圧縮水素自

動車燃料装置用容器」という。）、同条第二号に

規定する国際相互承認天然ガス自動車燃料装

置用容器（以下単に「国際相互承認天然ガス自

動車燃料装置用容器」という。）又は同条第三

号に規定する国際相互承認圧縮水素二輪自動

 （定置式製造設備に係る技術上の基準） 

第六条 [略] 

２ 製造設備が定置式製造設備（コールド・エバポレ

ータ、圧縮天然ガススタンド、液化天然ガススタン

ド及び圧縮水素スタンドを除く。）である製造施設

における法第八条第二号の経済産業省令で定める

技術上の基準は、次の各号に掲げるものとする。た

だし、経済産業大臣がこれと同等の安全性を有する

ものと認めた措置を講じている場合は、この限りで

ない。 

 一 [略] 

 二 高圧ガスの製造は、その充塡において、次に掲

げる基準によることにより保安上支障のない状

態で行うこと。 

  イ～ヌ [略] 

ル 国際相互承認に係る容器保安規則（平成二十

八年経済産業省令第八十二号）第二条第一号に

規定する国際相互承認圧縮水素自動車燃料装

置用容器（以下単に「国際相互承認圧縮水素自

動車燃料装置用容器」という。）、同条第二号に

規定する国際相互承認天然ガス自動車燃料装

置用容器（以下単に「国際相互承認天然ガス自

動車燃料装置用容器」という。）又は同条第三

号に規定する国際相互承認圧縮水素二輪自動
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車燃料装置用容器（以下単に「国際相互承認圧

縮水素二輪自動車燃料装置用容器」という。）

であつて当該容器を製造した月（その製造過程

で行われた耐圧試験に合格した月をいう。以下

単に「容器を製造した月」という。）の前月か

ら起算して十五年を経過したもの（専ら乗用の

用に供する自動車であつて乗車定員十人以上

のもの及び貨物の運送の用に供する自動車で

あつて車両総重量三・五トンを超えるものに用

いる国際相互承認圧縮水素自動車燃料装置用

容器にあつては、容器製造業者が当該容器の充

塡可能期限年月を当該容器を製造した月の前

月から起算して二十年を経過した月と定めた

場合には、その期間を経過したもの、国際相互

承認天然ガス自動車燃料装置用容器にあつて

は、容器製造業者が定めた月（同条第二号イに

規定する国際相互承認圧縮天然ガス自動車燃

料装置用容器にあつては、二十年を超えない範

囲内において容器製造業者が定めた月）（以下

単に「国際相互承認天然ガス自動車燃料装置用

容器の充塡可能期限年月」という。）を経過し

たもの（同条第二号ロに規定する国際相互承認

液化天然ガス自動車燃料装置用容器（以下単に

「国際相互承認液化天然ガス自動車燃料装置

用容器」という。）であつて、容器製造業者が

国際相互承認天然ガス自動車燃料装置用容器

の充塡可能期限年月を定めないものを除く。））

には、高圧ガスを充塡しないこと（法第四十八

条第五項の許可に付された条件に従つて高圧

ガスを充塡する場合については、この限りでな

い。 

ヲ [略] 

 三～八 [略] 

（貯蔵の方法に係る技術上の基準） 

第十八条 法第十五条第一項の経済産業省令で定め

る技術上の基準は、次の各号に掲げるものとする。 

 一・二 [略]  

 三 国際相互承認圧縮水素自動車燃料装置用容器、

国際相互承認天然ガス自動車燃料装置用容器（国際

相互承認液化天然ガス自動車燃料装置用容器であ

つて、容器製造業者が国際相互承認天然ガス自動車

燃料装置用容器の充塡可能期限年月を定めないも

のを除く。）又は国際相互承認圧縮水素二輪自動車

燃料装置用容器であつて当該容器を製造した月の

前月から十五年を経過したもの（専ら乗用の用に供

車燃料装置用容器（以下単に「国際相互承認圧

縮水素二輪自動車燃料装置用容器」という。）

であつて当該容器を製造した月（その製造過程

で行われた耐圧試験に合格した月をいう。）の

前月から起算して十五年を経過したもの（国際

相互承認天然ガス自動車燃料装置用容器にあ

つては、容器製造業者が定めた月（同条第二号

イに規定する国際相互承認圧縮天然ガス自動

車燃料装置用容器にあつては、二十年を超えな

い範囲内において容器製造業者が定めた月）

（以下単に「国際相互承認天然ガス自動車燃料

装置用容器の充塡可能期限年月」という。）を

経過したもの（同条第二号ロに規定する国際相

互承認液化天然ガス自動車燃料装置用容器（以

下単に「国際相互承認液化天然ガス自動車燃料

装置用容器」という。）であつて、容器製造業

者が国際相互承認天然ガス自動車燃料装置用

容器の充塡可能期限年月を定めないものを除

く。））には、高圧ガスを充塡しないこと（法第

四十八条第五項の許可に付された条件に従つ

て高圧ガスを充塡する場合については、この限

りでない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ヲ [略] 

 三～八 [略] 

（貯蔵の方法に係る技術上の基準） 

第十八条 法第十五条第一項の経済産業省令で定め

る技術上の基準は、次の各号に掲げるものとする。 

 一・二 [略]  

 三 国際相互承認圧縮水素自動車燃料装置用容器、

国際相互承認天然ガス自動車燃料装置用容器（国

際相互承認液化天然ガス自動車燃料装置用容器

であつて、容器製造業者が国際相互承認天然ガス

自動車燃料装置用容器の充塡可能期限年月を定

めないものを除く。）又は国際相互承認圧縮水素

二輪自動車燃料装置用容器であつて当該容器を



ACSES ニュースレター_２３３９_20220623 

 28 

する自動車であつて乗車定員十人以上のもの及び

貨物の運送の用に供する自動車であつて車両総重

量三・五トンを超えるものに用いる国際相互承認圧

縮水素自動車燃料装置用容器にあつては、容器製造

業者が当該容器の充塡可能期限年月を当該容器を

製造した月の前月から起算して二十年を経過した

月と定めた場合には、その期間を経過したもの、国

際相互承認天然ガス自動車燃料装置用容器にあつ

ては、国際相互承認天然ガス自動車燃料装置用容器

の充塡可能期限年月を経過したもの）を高圧ガスの

貯蔵に使用しないこと（法第四十八条第五項の許可

に付された条件に含まれる充塡可能な期限を経過

していないものである場合又は引取業者、フロン類

回収業者及び解体業者が再資源化のために必要な

最小限度の措置として当該貯蔵を行う場合は、この

限りでない。）。 

（車両に固定した容器による移動に係る技術上の

基準等） 

第四十九条 [略] 

２ 高圧ガスを燃料として使用する車両に固定した

燃料装置用容器により高圧ガスを移動する場合に

おける法第二十三条第一項の経済産業省令で定め

る保安上必要な措置及び同条第二項の経済産業省

令で定める技術上の基準は、次の各号に掲げるもの

とする。 

 一 [略] 

 二 国際相互承認圧縮水素自動車燃料装置用容器、

国際相互承認天然ガス自動車燃料装置用容器（国

際相互承認液化天然ガス自動車燃料装置用容器

であつて、容器製造業者が国際相互承認天然ガス

自動車燃料装置用容器の充塡可能期限年月を定

めないものを除く。）又は国際相互承認圧縮水素

二輪自動車燃料装置用容器であつて当該容器を

製造した月の前月から十五年を経過したもの（専

ら乗用の用に供する自動車であつて乗車定員十

人以上のもの及び貨物の運送の用に供する自動

車であつて車両総重量三・五トンを超えるものに

用いる国際相互承認圧縮水素自動車燃料装置用

容器にあつては、容器製造業者が当該容器の充塡

可能期限年月を当該容器を製造した月の前月か

ら起算して二十年を経過した月と定めた場合に

は、その期間を経過したもの、国際相互承認天然

ガス自動車燃料装置用容器にあつては、国際相互

承認天然ガス自動車燃料装置用容器の充塡可能

期限年月を経過したもの）を高圧ガスの移動に使

製造した月（その製造過程で行われた耐圧試験に

合格した月をいう。）の前月から十五年を経過し

たもの（国際相互承認天然ガス自動車燃料装置用

容器にあつては国際相互承認天然ガス自動車燃

料装置用容器の充塡可能期限年月を経過したも

の）を高圧ガスの貯蔵に使用しないこと（法第四

十八条第五項の許可に付された条件に含まれる

充塡可能な期限を経過していないものである場

合又は引取業者、フロン類回収業者及び解体業者

が再資源化のために必要な最小限度の措置とし

て当該貯蔵を行う場合は、この限りでない。）。 

 

 

 

 

 

（車両に固定した容器による移動に係る技術上の基

準等） 

第四十九条 [略] 

２ 高圧ガスを燃料として使用する車両に固定した

燃料装置用容器により高圧ガスを移動する場合

における法第二十三条第一項の経済産業省令で

定める保安上必要な措置及び同条第二項の経済

産業省令で定める技術上の基準は、次の各号に掲

げるものとする。 

 一 [略] 

 二 国際相互承認圧縮水素自動車燃料装置用容器、

国際相互承認天然ガス自動車燃料装置用容器（国

際相互承認液化天然ガス自動車燃料装置用容器

であつて、容器製造業者が国際相互承認天然ガス

自動車燃料装置用容器の充塡可能期限年月を定

めないものを除く。）又は国際相互承認圧縮水素

二輪自動車燃料装置用容器であつて当該容器を

製造した月（その製造過程で行われた耐圧試験に

合格した月をいう。）の前月から十五年を経過し

たもの国際相互承認天然ガス自動車燃料装置用

容器にあつては国際相互承認天然ガス自動車燃

料装置用容器の充塡可能期限年月を経過したも

の）を高圧ガスの移動に使用しないこと（法第四

十八条第五項の許可に付された条件に含まれる

充塡可能な期限を経過していないものである場

合又は引取業者、フロン類回収業者及び解体業者

が再資源化のために必要な最小限度の措置とし

て当該移動を行う場合は、この限りでない。）。 
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用しないこと（法第四十八条第五項の許可に付さ

れた条件に含まれる充塡可能な期限を経過して

いないものである場合又は引取業者、フロン類回

収業者及び解体業者が再資源化のために必要な

最小限度の措置として当該移動を行う場合は、こ

の限りでない。）。 

（その他の場合における移動に係る技術上の基準

等） 

第五十条 前条に規定する場合以外の場合における

法第二十三条第一項の経済産業省令で定める保安

上必要な措置及び同条第二項の経済産業省令で定

める技術上の基準は、次の各号に掲げるものとす

る。 

 一～三 [略] 

 四 国際相互承認圧縮水素自動車燃料装置用容器、

国際相互承認天然ガス自動車燃料装置用容器（国

際相互承認液化天然ガス自動車燃料装置用容器

であつて、容器製造業者が国際相互承認天然ガス

自動車燃料装置用容器の充塡可能期限年月を定

めないものを除く。）又は国際相互承認圧縮水素

二輪自動車燃料装置用容器であつて当該容器を

製造した月の前月から起算して十五年を経過し

たもの（専ら乗用の用に供する自動車であつて乗

車定員十人以上のもの及び貨物の運送の用に供

する自動車であつて車両総重量三・五トンを超え

るものに用いる国際相互承認圧縮水素自動車燃

料装置用容器にあつては、容器製造業者が当該容

器の充塡可能期限年月を当該容器を製造した月

の前月から起算して二十年を経過した月と定め

た場合には、その期間を経過したもの、国際相互

承認天然ガス自動車燃料装置用容器にあつては、

国際相互承認天然ガス自動車燃料装置用容器の

充塡可能期限年月を経過したもの）を高圧ガスの

移動に使用しないこと（法第四十八条第五項の許

可に付された条件に含まれる充塡可能な期限を

経過していないものである場合又は引取業者、フ

ロン類回収業者及び解体業者が再資源化のため

に必要な最小限度の措置として当該移動を行う

場合は、この限りでない。）。 

 五～八 [略] 

 

 

 

 

 

 

（その他の場合における移動に係る技術上の基準

等） 

第五十条 前条に規定する場合以外の場合における

法第二十三条第一項の経済産業省令で定める保安

上必要な措置及び同条第二項の経済産業省令で定

める技術上の基準は、次の各号に掲げるものとす

る。 

 一～三 [略] 

 四 国際相互承認圧縮水素自動車燃料装置用容器、

国際相互承認天然ガス自動車燃料装置用容器（国

際相互承認液化天然ガス自動車燃料装置用容器

であつて、容器製造業者が国際相互承認天然ガス

自動車燃料装置用容器の充塡可能期限年月を定

めないものを除く。）又は国際相互承認圧縮水素

二輪自動車燃料装置用容器であつて当該容器を

製造した月（その製造過程で行われた耐圧試験に

合格した月をいう。）の前月から起算して十五年

を経過したもの国際相互承認天然ガス自動車燃

料装置用容器にあつては国際相互承認天然ガス

自動車燃料装置用容器の充塡可能期限年月を経

過したもの）を高圧ガスの移動に使用しないこと

（法第四十八条第五項の許可に付された条件に

含まれる充塡可能な期限を経過していないもの

である場合又は引取業者、フロン類回収業者及び

解体業者が再資源化のために必要な最小限度の

措置として当該移動を行う場合は、この限りでな

い。）。 

 

 

 

 

 

 

五～八 [略] 

備考 表中の[ ]は注記である。 

（コンビナート等保安規則の一部改正） 

第二条 コンビナート等保安規則（昭和六十一年通商産業省令第八十八号）の一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分は、これに順次対応する改正後欄に掲げる規定の傍

線を付した部分のように改める。 
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改 正 後 改 正 前 

 （製造施設に係る技術上の基準） 

第五条 [略] 

２ 製造施設（製造設備がコールド・エバポレータ、

特定液化石油ガススタンド、圧縮天然ガススタン

ド、液化天然ガススタンド及び圧縮水素スタンドで

あるものを除く。）における法第八条第二号の経済

産業省令で定める技術上の基準は、次の各号に掲げ

るもののほか、第九条から第十一条までに定めると

ころによる。 

 一 [略] 

 二 高圧ガスの製造は、その充塡において、次に掲

げる基準によることにより保安上支障のない状

態で行うこと。 

  イ～ル 

  ヲ 国際相互承認に係る容器保安規則（平成二十

八年経済産業省令第八十二号）第二条第一号に規

定する国際相互承認圧縮水素自動車燃料装置用

容器（以下単に「国際相互承認圧縮水素自動車燃

料装置用容器」という。）、同条第二号に規定する

国際相互承認天然ガス自動車燃料装置用容器（以

下単に「国際相互承認天然ガス自動車燃料装置用

容器」という。）又は同条第三号に規定する国際

相互承認圧縮水素二輪自動車燃料装置用容器で

あつて当該容器を製造した月（その製造過程で行

われた耐圧試験に合格した月をいう。）の前月か

ら起算して十五年を経過したもの（専ら乗用の用

に供する自動車であつて乗車定員十人以上のも

の及び貨物の運送の用に供する自動車であつて

車両総重量三・五トンを超えるものに用いる国際

相互承認圧縮水素自動車燃料装置用容器にあつ

ては、容器製造業者が当該容器の充塡可能期限年

月を当該容器を製造した月（その製造過程で行わ

れた燃料装置用容器であつて当該容器を製造し

た月（その製造過程で行われた耐圧試験に合格し

た月をいう。）の前月から起算して十五年を経過

したもの（ 国際相互承認天然ガス自動車燃料装

置用容器にあつては容器製造業者が定めた月（同

条第二号イに規定する国際相互承認圧縮天然ガ

ス自動車燃料装置用容器にあつては二十年を超

えない範囲内において定めた月）（以下単に「国

際相互承認天然ガス自動車燃料装置用容器の充

塡可能期限年月」という。）を経過耐圧試験に合

格した月をいう。）の前月から起算して二十年を

経過した月と定めた場合には、その期間を経過し

 （製造施設に係る技術上の基準） 

第五条 [略] 

２ 製造施設（製造設備がコールド・エバポレータ、

特定液化石油ガススタンド、圧縮天然ガススタン

ド、液化天然ガススタンド及び圧縮水素スタンドで

あるものを除く。）における法第八条第二号の経済

産業省令で定める技術上の基準は、次の各号に掲げ

るもののほか、第九条から第十一条までに定めると

ころによる。 

 一 [略] 

 二 高圧ガスの製造は、その充塡において、次に掲

げる基準によることにより保安上支障のない状

態で行うこと。 

  イ～ル 

  ヲ 国際相互承認に係る容器保安規則（平成二十

八年経済産業省令第八十二号）第二条第一号に規

定する国際相互承認圧縮水素自動車燃料装置用

容器（以下単に「国際相互承認圧縮水素自動車燃

料装置用容器」という。）、同条第二号に規定する

国際相互承認天然ガス自動車燃料装置用容器（以

下単に「国際相互承認天然ガス自動車燃料装置用

容器」という。）又は同条第三号に規定する国際

相互承認圧縮水素二輪自動車燃料装置用容器で

あつて当該容器を製造した月（その製造過程で行

われた耐圧試験に合格した月をいう。）の前月か

ら起算して十五年を経過したもの（専ら乗用の用

に供する自動車であつて乗車定員十人以上のも

の及び貨物の運送の用に供する自動車であつて

車両総重量三・五トンを超えるものに用いる国際

相互承認圧縮水素自動車燃料装置用容器にあつ

ては、容器製造業者が当該容器の充塡可能期限年

月を当該容器を製造した月（その製造過程で行わ

れた燃料装置用容器であつて当該容器を製造し

た月（その製造過程で行われた耐圧試験に合格し

た月をいう。）の前月から起算して十五年を経過

したもの国際相互承認天然ガス自動車燃料装置

用容器にあつては容器製造業者が定めた月（同条

第二号イに規定する国際相互承認圧縮天然ガス

自動車燃料装置用容器にあつては二十年を超え

ない範囲内において定めた月）（以下単に「国際

相互承認天然ガス自動車燃料装置用容器の充塡

可能期限年月」という。）を経過したもの（同条

第二号ロに規定する国際相互承認液化天然ガス

自動車燃料装置用容器であつて、容器製造業者が
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たもの、国際相互承認天然ガス自動車燃料装置用

容器にあつては、容器製造業者が定めた月（同条

第二号イに規定する国際相互承認圧縮天然ガス

自動車燃料装置用容器にあつては、二十年を超え

ない範囲内において定めた月）（以下単に「国際

相互承認天然ガス自動車燃料装置用容器の充塡

可能期限年月」という。）を経過したもの（同条

第二号ロに規定する国際相互承認液化天然ガス

自動車燃料装置用容器であつて、容器製造業者が

国際相互承認天然ガス自動車燃料装置用容器の

充塡可能期限年月を定めないものを除く。））に

は、高圧ガスを充塡しないこと（法第四十八条第

五項の許可に付された条件に含まれる充塡可能

な期限を経過していないものである場合は、この

限りでない。）。 

ワ [略] 

三～八 [略] 

国際相互承認天然ガス自動車燃料装置用容器の

充塡可能期限年月を定めないものを除く。））に

は、高圧ガスを充塡しないこと（法第四十八条第

五項の許可に付された条件に含まれる充塡可能

な期限を経過していないものである場合は、この

限りでない。）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ワ [略] 

三～八 [略] 

備考 表中の[ ]は注記である。 

附 則 

この省令は、令和四年六月二十二日から施行する。 

---------- 

◇国際相互承認に係る容器保安規則に基づき容器の規格等の細目、容器再検査の方法等を定める告示の一部を改

正する告示（経済産業省告示第 134号） 

   [官報] 令和 4年 6月 22日 号外 第 133号 53～55頁 

   https://kanpou.npb.go.jp/20220622/20220622g00133/20220622g001330053f.html 

 

---------- 

◇高圧ガス保安法施行令関係告示の一部を改正する告示（経済産業省告示第 135号） 

   [官報] 令和4年6月22日 号外 第133号 55～56頁 

   https://kanpou.npb.go.jp/20220622/20220622g00133/20220622g001330055f.html 

〇経済産業省告示第 135号 

 高圧ガス保安法施行令（平成九年政令第二十号）第二条第三項第八号の規定に基づき二局圧ガス保安法施行令

関係告示の一部を改正する告示を次のように定める。 

  令和 4年 6月 22日                        経済産業大臣  萩生田光一 

   高圧ガス保安法施行令関係告示の一部を改正する告示 

 高圧ガス保安法施行令関係告示（平成九年通商産業省告示第百三十九号）の一部を次のように改正する。 

 第四条第三号リの表を次のように改める。 

エアゾールの容器の

構造 

エアゾールの種類 表示すべき事項 

甲 乙 

使用中噴射剤が噴出

する構造のもの 

火炎発生状態試験による火炎

が認められないものであっ

て、かつ、噴射剤として可燃

性ガスを使用しないもの（特

定不活性ガスを使用している

ものを除く。） 

高温に

注意 

高圧ガスを使用しており危険なため、下記の

注意を守ること。 

一 高温にすると破裂の危険があるため、直

射日光の当たる所や火気等の近くなど温

度が四十度以上となる所に置かないこと。 

二 火の中に入れないこと。 



ACSES ニュースレター_２３３９_20220623 

 32 

三 使い切って捨てること。 

高圧ガス‥使用するガスの種類 

火炎発生状態試験による火炎

が認められないものであっ

て、かつ、噴射剤として特定

不活性ガスを使用しているも

の 

高温に

注意 

高圧ガスを使用しており危険なため、下記の

注意を守ること。 

一 炎や火気の近くでは注意して使用す

ること。 

二 火気を使用している室内で大量に使

用しないこと。 

三 高温にすると破裂の危険があるため、

直射日光の当たる所や火気等の近くな

ど温度が四十度以上となる所に置かな

いこと。 

四 火の中に入れないこと。 

五 使い切って捨てること。 

高圧ガス：使用するガスの種類 

火炎発生状態試験による火炎

が認められるもの又は噴射剤

として可燃性ガスを使用して

いるもの 

火気と

高温に

注意 

高圧ガスを使用した可燃性の製品であり、

危険なため、下記の注意を守ること。 

一 炎や火気の近くで使用しないこと。 

二 火気を使用している室内で大量に使

用しないこと。 

三 高温にすると破裂の危険があるた

め、直射日光の当たる所や火気等の近

くなど温度が四十度以上となる所に置

かないこと。 

四 火の中に入れないこと。 

五 使い切って捨てること。 

高圧ガス：使用するガスの種類 

使用中噴射剤が噴出

しない構造のもの 

火炎発生状態試験による火炎

が認められないものであっ

て、かつ、噴射剤として可燃

性ガスを使用しないもの 

高温に

注意 

高圧ガスを使用しており危険なため、下記の

注意を守ること。 

一 高温にすると破裂の危険があるため、

直 射日光の当たる所や火気等の近く

など温度が四十度以上 となる所に置

かないこと。 

二 火の中に入れないこと。 

高圧ガス‥使用するガスの種類  

<二重構造容器につき捨て方注意> 

ガスが容器内に残る構造であるため、枠外に

示す方法によりガスを排出してから捨てる

こと。 

火炎発生状態試験による火炎

が認められないものであっ

て、かつ、噴射剤として可燃

性ガスを使用しているもの 

火気と

高温に

注意 

高圧ガスを使用した可燃性の製品であり、危

険なため、下記の注意を守ること。 

一 高温にすると破裂の危険があるため、

直射日光の当たる所や火気等の近くな

ど温度が四十度以上となる所に置かな

いこと。 
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二 火の中に入れないこと。 

高圧ガス‥使用するガスの種類 

 <二重構造容器につき捨て方注意> 

ガスが容器内に残る構造であるため、火気の

ない通気性の良い戸外で、枠外に示す方法に

よりガスを排出してから捨てること。 

火炎発生状態試験による火炎

が認められるものであって、

かつ、噴射剤として可燃性ガ

スを使用していないもの 

火気と

高温に

注意 

高圧ガスを使用した可燃性の製品であり、危

険なため、下記の注意を守ること。 

一 炎や火気の近くで使用しないこと。 

二 火気を使用している室内で大量に使

用しないこと。 

三 高温にすると破裂の危険があるため、

直射日光の当たる所や火気等の近くな

ど温度が四十度以上となる所に置かな

いこと。 

四 火の中に入れないこと。 

高圧ガス:使用するガスの種類 

 <二重構造容器につき捨て方注意> 

ガスが容器内に残る構造であるため、使い切

った後、枠外に示す方法によりガスを排出し

てから捨てること。 

火炎発生状態試験による火炎

が認められるものであって、

かつ、噴射剤として可燃性ガ

スを使用しているもの 

火気と

高温に

注意 

高圧ガスを使用した可燃性の製品であり、危

険なため、下記の注意を守ること。 

一 炎や火気の近くで使用しないこと。 

二 火気を使用している室内で大量に使

用しないこと。 

三 高温にすると破裂の危険があるため、

直射日光の当たる所や火気等の近くな

ど温度が四十度以上となる所に置かな

いこと。 

四 火の中に入れないこと。 

高圧ガス:使用するガスの種類 

<二重構造容器につき捨て方注意> 

ガスが容器内に残る構造であるため、使い切

った後、火気のない通気性の良い戸外で、枠

外に示す方法によりガスを排出してから捨

てること。 

備考 

一 火炎発生状態試験は、日本産業規格 S3301エアゾール等製品の試験方法によることとする。 

二 ［火気等］の部分は、ストーブ、ファンヒーター等製品の使用される環境に応じた具体例を表示すること

ができる。 

三 「使用するガスの種類」の部分は、使用するガスの名称、略称又は分子式を表示することとする。 

四 「火気を使用している室内で大量に使用しないことピの部分は、屋外で使用されるエアソールであって表

示する枠の外に「室内で使用しないことと明瞭に表示されているものにあっては、省略することができる 

附 則 
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この告示は、令和四年六月二十二日から施行する。 

********************************************************************************************* 

[4] 環境関連法改正情報 

◇環境関連法改正情報（2022年5月分）を更新しました  

＜産業環境管理協会(JEMAI) 2022年6月17日＞ https://www.e-jemai.jp/jemai_club/act_amendment/ 

********************************************************************************************* 

[5] 食品安全衛生関係 

◇環境と調和のとれた食料システムの確立のための環境負荷低減事業活動の促進等に関する法律の施行期日を定

める政令（政令第 228号） 

   [官報] 令和 4年 6月 22日 号外 第 133号 45頁 

   https://kanpou.npb.go.jp/20220622/20220622g00133/20220622g001330045f.html 

 あらすじ 

   https://kanpou.npb.go.jp/20220622/20220622g00133/20220622g001330007f.html 

◇環境と調和のとれた食料システムの確立のための環境負荷低減事業活動の促進等に関する法律の施行期日を定

める政令（政令第 228号）（農林水産省） 

環境と調和のとれた食料システムの確立のための環境負荷低減事業活動の促進等に関する法律（令和四年法律第

三七号）の施行期日は、令和四年七月一日とすることとした。 

---------- 

◇環境と調和のとれた食料システムの確立のための環境負荷低減事業活動の促進等に関する法律施行令（政令第

229号） 

   [官報] 令和 4年 6月 22日 号外 第 133号 46頁 

   https://kanpou.npb.go.jp/20220622/20220622g00133/20220622g001330046f.html 

 あらすじ 

   https://kanpou.npb.go.jp/20220622/20220622g00133/20220622g001330008f.html  

◇環境と調和のとれた食料システムの確立のための環境負荷低減事業活動の促進等に関する法律施行令（政令第

229号）（農林水産省） 

１ 林業・木材産業改善資金及び経営等改善資金の償還期間の特例に関する償還期間の延長幅等を定めることと

した。（第一条及び第二条関係） 

２ 種苗法に基づく出願料及び登録料の軽減の申請手続並びに出願料及び第一年から第六年までの各年分の登録

料の四分の三に相当する額を軽減することを定めることとした。（第三条及び第四条関係） 

３ 持続性の高い農業生産方式の導入の促進に関する法律施行令は、廃止することとした。（附則第二項関係） 

４ 東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律の農林水産省関係規定の施行等に関す

る政令について所要の改正を行うこととした。（附則第三項関係） 

５ この政令は、環境と調和のとれた食料システムの確立のための環境負荷低減事業活動の促進等に関する法律

の施行の日から施行することとした。 

---------- 

◇食品安全関係情報を更新しました  

（最新 2週間（令和 4年 5月 21日〜令和 4年 6月 3日）の海外情報） 

＜内閣府食品安全委員会 2022年 6月 17日＞

http://www.fsc.go.jp/fsciis/foodSafetyMaterial/search?year=&from=struct&from_year=2022&from_month=5&

from_day=21&to=struct&to_year=2022&to_month=6&to_day=3&max=100  

********************************************************************************************* 

[6] 温暖化対策関係 

◇CGERリポート「日本国温室効果ガスインベントリ報告書 2022年」 
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＜国立環境研究所(NIES) 2022年 6月 13日＞ https://cger.nies.go.jp/publications/report/i160/  

・National Greenhouse Gas Inventory Report of JAPAN,2022（英語版）  

   https://cger.nies.go.jp/publications/report/i159/ja/  

---------- 

◇「わが国の 2020年度（令和 2年度）の温室効果ガス排出量について～新型コロナウイルス感染症の拡大により

排出量は減少～」 

＜国立環境研究所(NIES) 地球環境研究センターニュース 2022年 7月号 2022年 6月 16日＞

https://cger.nies.go.jp/cgernews/ 

********************************************************************************************* 

[7] 調査、公募、意見募集等 

[公募、意見募集等] 

◇「第一種特定製品の管理者の判断の基準となるべき事項の一部を改正する 告示（案）」＊に対する意見公募 

＜経済産業省 2022年 6月 13日＞ 

https://public-comment.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=595122046&Mode=0  

＊ 概要 

「第一種特定製品の管理者の判断の基準となるべき事項」の一部改正（案）について 

   https://public-comment.e-gov.go.jp/servlet/PcmFileDownload?seqNo=0000236845 

令和４年６月１３日 

経済産業省製造産業局化学物質管理課オゾン層保護等推進室 

環境省地球環境局地球温暖化対策課フロン対策室 

１．背景 

フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律（平成 13 年法律第 64 号。以下「法」という。）の規

定に基づき、第一種特定製品の管理者が当該フロン類の管理の適正化のために当該製品の使用等に際して取り組

むべき措置として判断の基準となるべき事項を、第一種特定製品の管理者の判断の基準となるべき事項（平成 26 

年経済産業省・環境省告示第 13 号）において定め、当該製品の管理者に対して、フロン類の漏えいを防ぐため

に当該製品の簡易・定期点検を義務付けている。 

先般、令和２年度の「規制改革・行政改革ホットライン（縦割り 110 番）」において、簡易・定期点検と同等

以上のフロン漏えい防止効果のある IoT を活用した技術（以下「常時監視システム」という。）がすでに実用化

されているため、当該技術を簡易・定期点検制度に位置づけるべきとの要望が寄せられた。 

また、業務用冷凍空調機器製造業者による業界団体において、常時監視システムによるフロン類の使用時漏え

いの早期発見を有効とする基準 1が策定され、漏えい検知精度の一定以上の確保が可能となったことから、今般、

常時監視システムによる機器監視を簡易点検と並ぶ点検手法の一つとして位置づけることとした。なお、本方針

については、令和４年４月 22 日に開催された第 17回産業構造審議会製造産業分科会化学物質政策小委員会フロ

ン類等対策ワーキンググループにおいて報告がなされた。 

以上を踏まえ、第一種特定製品の管理者の判断の基準となるべき事項（平成 26 年経済産業省告示第 13 号。

以下「告示」という。）を改正する。 

２．改正内容 

法第 16 条第１項の規定に基づき、告示では、第一種特定製品の管理者が当該フロン類の管理の適正化のため

に当該製品の使用等に際して取り組むべき措置として、当該製品の簡易・定期点検に関する事項が定められてい

る。 

今般、第一種特定製品の管理者が当該フロン類の管理の適正化のために当該製品の使用等に際して取り組むべ

き措置として、常時監視システムを用いて、漏えい又は故障等を早急に発見するために必要な措置がとられてい

る場合は、簡易点検の検査に代えることができるとする改正を行う。 

具体的には、告示第二「管理第一種特定製品の点検に関する事項」において、簡易点検の代替手法として、常

時監視システムの利用を追加すべく、第二１を改正するとともに、所要の規定の整備を行う。 

３．今後のスケジュール（予定） 
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令和４年８月 公布・施行 

1 JRA GL-17「業務用冷凍空調機器の常時監視によるフロン類の漏えい検知システムガイドライン」（一般社団法

人日本冷凍空調工業会） 

******************************************************************* 以上 ******************** 
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